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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

(1) 連結経営指標等

　

回次 第51期 第52期 第53期 第54期 第55期

決算年月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月

売上高 (百万円) 67,910 66,615 71,606 71,890 72,629

経常利益 (百万円) 2,550 2,004 2,017 2,125 1,974

当期純利益又は当期純損
失(△)

(百万円) △625 624 1,305 977 613

純資産額 (百万円) 31,391 32,420 34,236 32,785 31,862

総資産額 (百万円) 68,291 67,842 64,769 62,901 61,564

１株当たり純資産額 (円) 510.73 525.73 530.36 508.81 497.63

１株当たり当期純利益金
額又は当期純損失金額
(△)

(円) △12.77 8.03 21.58 16.31 10.24

潜在株式調整後１株当た
り当期純利益金額

(円) ─ 8.00 21.46 16.22 10.17

自己資本比率 (％) 46.0 47.8 49.1 48.7 48.3

自己資本利益率 (％) △2.0 2.0 4.1 3.1 2.0

株価収益率 (倍) ─ 71.0 20.8 16.9 27.0

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △590 4,199 △ 62 1,874 1,350

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △677 △1,791 △ 611 △ 1,966 △ 2,028

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 282 △778 △ 2,595 96 1,173

現金及び現金同等物
の期末残高

(百万円) 6,276 7,911 4,641 4,636 5,130

従業員数 (人) 2,547 2,583 2,687 2,782 2,800

(注) １　売上高には、消費税等は含まれていない。

２　第51期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益及び株価収益率については、当期純損失が計上されているた

め、記載をしていない。

３　純資産額の算定にあたり、平成19年3月期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会

計基準第5号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用

指針第8号）を適用している。
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(2) 提出会社の経営指標等

　

回次 第51期 第52期 第53期 第54期 第55期

決算年月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月

売上高 (百万円) 54,966 52,152 55,957 54,767 55,714

経常利益 (百万円) 1,806 1,314 1,495 1,356 1,542

当期純利益又は当期純損
失(△)

(百万円) △873 313 1,056 703 566

資本金 (百万円) 5,676 5,676 5,676 5,676 5,676

発行済株式総数 (千株) 65,962 65,962 65,962 65,962 65,962

純資産額 (百万円) 26,320 27,094 26,406 25,058 24,218

総資産額 (百万円) 51,669 50,497 48,911 46,432 46,570

１株当たり純資産額 (円) 428.97 440.15 439.18 413.88 402.36

１株当たり配当額
(内１株当たり
中間配当額)

(円)

(円)

9.00

(4.50)

10.00

(5.00)

10.00

(5.00)

10.00

(5.00)

10.00

(5.00)

１株当たり当期純利益金
額又は当期純損失金額
(△)

(円) △15.12 4.62 17.43 11.72 9.44

潜在株式調整後１株当た
り当期純利益金額

(円) ─ 4.60 17.34 11.66 9.37

自己資本比率 (％) 50.9 53.7 53.9 53.8 51.7

自己資本利益率 (％) △3.2 1.2 4.0 2.7 2.3

株価収益率 (倍) ─ 123.4 25.8 23.5 29.2

配当性向 (％) ─ 216.5 57.4 85.3 105.9

従業員数 (人) 1,016 872 990 1,045 1,050

(注) １　売上高には、消費税等は含まれていない。

２　第51期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益、株価収益率及び配当性向については、当期純損失が計上され

ているため、記載をしていない。

３　第52期の従業員数の大幅な減少は、平成17年10月にＮＤＳインフォス株式会社を設立し、165名が転籍(会社の

分割に伴う労働契約の承継等に関する法律による)したことが主な要因である。

４　純資産額の算定にあたり、平成19年3月期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会

計基準第5号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用

指針第8号）を適用している。
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２ 【沿革】

　
昭和29年５月電信電話の建設工事は、戦前から終戦に至る間は、日本電信電話工事株式会社の独占

となっていたが、昭和22年９月30日に同社は解散となった。そのため全国に群小の業

者が乱立し、東海地方においても30数社がひしめく状況となった。

その後、昭和27年８月１日から発足した日本電信電話公社が昭和28年４月１日から長

期電信電話拡充計画を樹立し、それを契機に東海地方においても業界の整備統合機運

が高まり、当社もその一つとして日本技術㈱(昭和25年１月設立)が㈱静岡工電社及び

電路工業㈱名古屋支店を結集して創立資本金1,500万円で新会社日本電話施設株式会

社として発足した。

昭和29年７月日本電信電話公社請負工事入札参加資格－線路暫定１級、機械２級及び伝送無線暫定

２級に認定される。

昭和30年７月日本電信電話公社請負工事入札参加資格－伝送無線２級に認定される。

昭和32年６月日本電信電話公社請負工事入札参加資格－構内交換設備工事甲級に認定される。

昭和33年７月日本電信電話公社請負工事入札参加資格－線路１級に認定される。

昭和35年７月日本電信電話公社請負工事入札参加資格－機械１級に認定される。

昭和38年10月名古屋証券取引所市場第二部上場。

昭和48年３月決算期変更。(４月期より３月期)

昭和48年８月名古屋証券取引所市場第一部上場。

昭和50年１月名古屋証券取引所貸借銘柄に選定される。

昭和59年10月トップマネジメント機構として経営会議を設置。

昭和59年11月愛知エヌディエス工事㈱(現・連結子会社)を設立。

昭和61年３月静岡エヌディエス工事㈱(現・連結子会社)を設立。

昭和62年３月三重エヌディエス工事㈱(現・連結子会社)を設立。

昭和62年７月東京事務所開設。

昭和62年９月岐阜エヌディエス工事㈱(現・連結子会社)を設立。

昭和63年７月新東海大建㈱を浜松エヌディエス工事㈱(現・連結子会社)に名称変更。

平成２年６月 豊橋電話土木㈱を豊橋エヌディエス工事㈱に名称変更。

平成３年２月 日本電信電話株式会社請負工事入札参加資格－通信設備総合種に認定される。

平成５年２月 日本技建㈱(現・連結子会社)を子会社化。

平成５年６月 名古屋資料計算㈱を子会社化。

平成７年10月日本通信リース㈱と㈱エヌディエスサービスを合併、㈱エヌディエスリース(現・連

結子会社)を設立。

平成８年６月 東京事務所を東京支店に昇格。

平成９年３月 日本電信電話株式会社電気通信設備請負工事競争参加資格会社に認定される。

平成９年４月 エヌディエスメンテ㈱(現・連結子会社)を設立。

平成９年７月 東京支店を東京支社に昇格。

平成10年３月研究開発・研修の拠点「NDSテクノロジーセンタ」を完成。

平成10年４月名古屋通信ビル株式会社と合併。

平成10年10月電設事業部門「ISO9001」認証取得。

平成11年１月岐阜支店「ISO9001」認証取得。

平成11年４月東京証券取引所市場第一部上場。

平成11年４月関西支社を新設。

平成11年５月㈱アイコス・コーポレーション(現・連結子会社)を設立。

平成11年７月エヌディエスネットワーク工事㈱を設立。

平成11年９月NTT部門「ISO9001」認証取得。

平成12年２月大垣エヌディエス工事㈱を設立。

平成12年６月名和通信建設㈱、北東通信建設㈱、大日通信建設㈱、東邦工事㈱、三通建設工事㈱、東名

通信工業㈱(全て現・連結子会社)、新和通信㈱、大協通建㈱を子会社化。

浜松通信施設㈱(現・連結子会社)の株式を新規取得。
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　 平成12年７月大協通建㈱と豊橋エヌディエス工事㈱が合併、エヌディエス大協㈱（現・連結子会

社）に名称変更。

平成12年８月名古屋資料計算㈱をエヌディエスソリューション㈱(現・連結子会社)に社名変更。

平成12年10月新潟鐵工所㈱の子会社ニイガタシステック㈱を買収、商号をエヌディエスシステック

㈱と変更。

平成13年６月「ISO14001」認定取得。

平成14年４月岐阜エヌディエス工事㈱と大垣エヌディエス工事㈱を合併。岐阜エヌディエス工事㈱

(現・連結子会社)が存続会社。

平成14年12月「OHSAS18001」認証取得。

平成15年10月技術士事務所を設置(建設部門・情報工学部門)。

平成16年２月コンプライアンス統括室を設置。

平成16年10月日本電話施設厚生年金基金を解散。確定給付年金制度と確定拠出年金制度を柱とした

新退職給付制度へ移行。

平成17年１月情報システム本部、ＩＴ本部において「ＩＳＭＳ」認証取得。

平成17年４月エヌディエスネットワーク工事㈱を㈱ＮＮＫ(現・連結子会社)に社名変更。

平成17年６月労働者派遣事業の取得に向けた定款変更。

平成17年10月情報部門を分社し、ＮＤＳインフォス㈱(現・連結子会社)を設立。

平成18年７月意思決定・監督と執行の分離による取締役会の活性化のため、また、能力主義に基づ

く積極的な人材の登用のため、執行役員制度を導入。

平成18年７月三星通信建設㈱をみつぼしテクノ㈱(現・連結子会社)に社名変更。

平成18年９月三和建設㈱の保有株式を売却し、連結子会社から持分法適用関連会社に変更。

平成19年10月㈱エヌサイト（現・連結子会社）を設立。

平成19年10月エヌディエスシステック㈱を解散。

平成20年８月持分法を適用していた三和建設㈱は、破産手続きを開始したことにより持分法適用の

範囲から除外。

平成20年９月新和通信㈱の保有株式を売却し、連結子会社から除外。

平成20年12月ブリッジ・モーション・トゥモロー㈱の株式を追加取得し、持分法非適用関連会社か

ら持分法適用関連会社に変更。
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３ 【事業の内容】

当社グループ(当社及び当社の関係会社)は、日本電話施設株式会社(当社)及び子会社28社(うち連結子会

社22社)、関連会社７社(うち持分法適用会社５社)で構成されており、電気通信設備、電気設備等の通信建設

事業を中心に、情報システムの開発・運用・保守、ネットワークのコンサルティング・運用・保守等の情報

サービス事業、不動産の売買・交換・賃貸借・管理および鑑定評価等に関する住宅不動産事業およびリー

ス・レンタル事業、半導体製造装置等の設置・保守サービス、人材派遣事業等のリース他事業の事業活動を

展開しております。

事業の内容と当社及び子会社、関連会社の当該事業における位置づけ並びに事業の種類別セグメントと

の関連は、次のとおりであります。
　
(1) 通信建設事業

電気通信設備事業、電気設備事業

当社は、工事の一部を愛知エヌディエス工事㈱他14社(子会社)に発注し施工させております。なお、一

部の子会社は、名古屋電話工事㈱他２社の持分法適用会社に工事を発注し施工させております。

工事の材料等の一部については、㈱東海通信資材サービス(関連会社)から仕入れております。また工事

用車両の一部については、㈱エヌディエスリース(子会社)より賃借しております。

通信建設事業の主な内容は次のとおりであります。

イ　通信線路工事

市内・市外ケーブル、光ケーブル等の布設及びこれに付帯する接続・試験、宅内電話機の取付工事

等。

ロ　通信土木工事

通信線の地下管路布設工事、マンホール築造工事、とう道建設工事(シールド工事)等。

ハ　通信機械工事・伝送無線工事

各種電話交換機設備及び伝送装置、電信・データ装置、無線送受信装置の各種通信機械設備及び事業

所集団電話(ビル電話)設備並びにこれらに付帯する電力設備の工事等。

ニ　通信設備以外工事

電気設備工事、一般土木工事及び防災設備工事等。
　
(2) 情報サービス事業

ＮＤＳインフォス㈱（子会社）及び㈱エヌサイト（子会社）が行っております。

情報サービス事業の主な内容は次のとおりであります。

情報システムの開発・運用・保守、ネットワークのコンサルティング・運用・保守等。
　
(3) 住宅不動産事業

住宅不動産事業の主な内容は次のとおりであります。

マンション・戸建分譲住宅販売、不動産賃貸及び不動産取引等。

また、当社は、保有の建物のメンテナンスをエヌディエスメンテ㈱(子会社)に委託しております。
　
(4) リース他事業

①　リース事業

㈱エヌディエスリース(子会社)はリース事業を行なっており、当社、他の子会社及び関連会社とも

リース契約を結んでおります。

②　リース他事業

当社が通信機器等販売を行っており、一部については㈱エヌディエスリース(子会社)が販売に伴う

リース契約を行っております。東名通信工業㈱(子会社)は、通信会社から受注した通信機器の新規製品

製造の他、通信機器部品の製造・販売・修理を行っております。また、エヌディエスソリューション㈱

(子会社)は、半導体製造装置等の設置・保守サービスの他、人材派遣業を行っております。

リース他事業の主な内容は次のとおりであります。

機械装置、車両、工具器具・備品等のリース、ファクシミリ・各種電話機等の通信機器並びにコン

ピュータその他ＯＡ機器等の販売及び電磁誘導調査、半導体製造装置等の設置・保守サービス、

人材派遣業等。

　

以上述べた事項を事業系統図によって示すと、おおむね次のとおりであります。
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４ 【関係会社の状況】

(1) 連結子会社

　

会社名 住所
資本金
(百万円)

主要な事業
の内容

議決権の
所有
割合(％)

役員の
兼任
(名)

関係内容

愛知エヌディエス工事㈱
名古屋市
港区

20通信建設事業
60.0
[40.0]

―
[4]

当社の電気通信設備
工事を受注

名和通信建設㈱
名古屋市
緑区

38通信建設事業 100.0
―
[3]

当社の電気通信設備
工事を受注
当社より資金を援助

北東通信建設㈱
愛知県
一宮市

17通信建設事業 51.0
―
[3]

当社の電気通信設備
工事を受注

エヌディエス大協㈱
愛知県
豊橋市

30通信建設事業 100.0
―
[3]

当社の電気通信設備
工事を受注

大日通信建設㈱
愛知県
豊田市

30通信建設事業 51.0
―
[1]

当社の電気通信設備
工事を受注

静岡エヌディエス工事㈱
静岡市
葵区

20通信建設事業 80.0
―
[2]

当社の電気通信設備
工事を受注

東邦工事㈱
静岡市
葵区

28通信建設事業 51.0
―
[2]

当社の電気通信設備
工事を受注

浜松エヌディエス工事㈱
浜松市
東区

20通信建設事業 100.0
―
[3]

当社の電気通信設備
工事を受注

浜松通信施設㈱
浜松市
北区

61通信建設事業 64.5
―
[3]

当社の電気通信設備
工事を受注

岐阜エヌディエス工事㈱
岐阜県
岐阜市

25通信建設事業 90.4
―
[3]

当社の電気通信設備
工事を受注

三重エヌディエス工事㈱
三重県
津市

20通信建設事業 100.0
―
[3]

当社の電気通信設備
工事を受注

三通建設工事㈱
三重県
松阪市

35通信建設事業 51.0
―
[2]

当社の電気通信設備
工事を受注

みつぼしテクノ㈱
石川県
金沢市

162通信建設事業 42.9
―
[3]

当社の電気通信設備
工事を受注

日本技建㈱
名古屋市
中村区

100通信建設事業 99.8
―
[2]

当社の電気通信設備
工事を受注

㈱ＮＮＫ
名古屋市
中区

20通信建設事業 100.0
―
[2]

当社の電気通信設備
工事を受注

㈱エヌディエスリース
名古屋市
名東区

149リース他事業 100.0
―
[2]

当社の通信機器及び
車両等のリース
当社より資金を援助

エヌディエスメンテ㈱
名古屋市
中区

10
住宅不動産事
業

100.0
―
[3]

当社建物のメンテナ
ンス

エヌディエスソリューション
㈱

名古屋市
中区

30リース他事業 84.0
―
[3]

当社への人材派遣

東名通信工業㈱
愛知県
稲沢市

50リース他事業 51.1
―
[3]

当社建物のセキュリ
ティシステムを受
注、通信機器の製造

㈱アイコス・コーポレーショ
ン

名古屋市
中区

43
情報サービス
事業

100.0
―

当社の通信システム
の調査、設計施工、保
守管理及びコンサル
ティング

[4]
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会社名 住所
資本金
(百万円)

主要な事業
の内容

議決権の
所有
割合(％)

役員の
兼任
(名)

関係内容

ＮＤＳインフォス㈱
名古屋市
中区

200
情報サービス
事業

100.0
―
[2]

当社のシステム開
発、情報処理サービ
ス

㈱エヌサイト
横浜市
神奈川区

50
情報サービス
事業

100.0
(100.0)

 
─
[─]
 

当社のシステム開
発、情報処理サービ
ス

  (注)１　「主要な事業の内容」欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載している。

２　上記子会社は特定子会社に該当しない。

３　上記子会社は有価証券届出書及び有価証券報告書を提出していない。

４　上記子会社については、売上高(連結会社間の内部売上高を除く。)の連結売上高に占める割合がそれぞれ100分

の10以下であるため主要な損益情報等の記載を省略している。

５　議決権の所有割合の[　]内は、緊密な者又は同意している者の所有割合で外数となっている。

６　議決権の所有割合の(　)内は、間接所有割合で内数となっている。

７　みつぼしテクノ㈱の持分は、100分の50以下であるが、実質的に支配しているため子会社としたものである。

８　役員の兼任の[　]内は、当社役員以外で連結子会社役員となっている従業員数で外数となっている。

　

(2) 持分法適用関連会社

　

会社名 住所
資本金
(百万円)

主要な事業
の内容

議決権の
所有
割合(％)

役員の
兼任
(名)

関係内容

名古屋電話工事㈱
名古屋市
中川区

15通信建設事業 22.6
―
[―]

当社連結子会社の電
気通信設備工事を受
注

日本協同建設㈱
三重県
亀山市

16通信建設事業 30.0
―
[─]

当社連結子会社の電
気通信設備工事を受
注

布目電話工業㈱
愛知県
愛知郡
長久手町

38通信建設事業 20.0
―
[―]

当社連結子会社の電
気通信設備工事を受
注

㈱東海通信資材サービス
名古屋市
中区

50リース他事業 37.4
―
[2]

当社へ通信資材を卸
売

ブリッジ・モーション・トゥ
モロー㈱

東京都
稲城市

372リース他事業 35.5
― 当社へＶＯＤソ

リューション事業の
保守を委託[1]

(注) １　「主要な事業の内容」欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載している。

２　上記関連会社は有価証券届出書及び有価証券報告書を提出していない。

３　役員の兼任の[  ]内は、当社役員以外で持分法適用関連会社役員となっている従業員数で外数となっている。
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５ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

平成21年３月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(人)

通信建設事業 2,008

情報サービス事業 300

住宅不動産事業 23

リース他事業 325

全社(共通) 144

合計 2,800

(注) 　従業員数は就業人員である。

　

(2) 提出会社の状況

平成21年３月31日現在

従業員数(人) 平均年齢(才) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円)

1,050 44.5 17.26 6,123

(注) １　従業員数は就業人員である。

２　平均年間給与(税込み)は、賞与及び基準外給与を含んでいる。

　

(3) 労働組合の状況

当社及び一部の関係会社に雇用される従業員は、日本電話労働組合に加入しております。

なお、日本電話労働組合は全国の同業労働組合により結成された全国情報・通信・設備建設労働組合

連合会に所属しており、平成21年３月末現在の組合員数は775名であり、組合結成以来円満に推移してお

り特記すべき事項はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【業績等の概要】

(1) 業績

当連結会計年度におけるわが国経済は、サブプライムローン問題に端を発した世界的な金融危機を背

景に、昨秋以降の為替相場の急変、株価下落、設備投資抑制の強まりなどの影響により企業業績は大幅に

下降し、さらに雇用情勢の悪化、個人消費の低迷など、景気は急速に後退しました。

　当社グループの事業に大きく関係する情報通信分野においては、ｕ－Ｊａｐａｎ政策の下でブロードバ

ンド化、ユビキタス化がさらに進展し、固定通信分野では光サービスの更なる普及に加えてＮＧＮ（次世

代ネットワーク）のエリアが拡大され、ひかり電話や映像配信など光アクセスを活用したサービス拡大

が進められました。また、移動通信分野においても不感地帯解消や高速化のための基地局整備のほか、Ｗ

ｉＭＡＸ（広帯域移動無線アクセスシステム）の事業化に伴うインフラ整備が進められるとともに、携

帯端末やサービスの多様化・高度化が進展しました。

　その一方で、通信事業会社、ＣＡＴＶ事業会社各社間のほか、ＭＶＮＯ（仮想移動通信事業会社）の参入

も相俟って、通信料金、サービス面で顧客獲得に向けた競争が激しさを増しております。

　このような事業環境の中、当社グループは①受注拡大と収益性向上、②効率的事業運営とコスト削減、③

確実な施工推進、④ＣＳＲ経営の推進といった基本方針の下で事業を推進し、光関連工事や移動通信工事

など通信事業各社からの受注確保に努めたほか、官公庁・自治体等からの発注工事、建物内設備工事等の

受注拡大に注力しました。

　その結果、当連結会計年度の業績は、連結受注高は７６０億５８百万円（前期比１０６.５％）、連結売

上高は７２６億２９百万円（前期比１０１.０％）、連結営業利益は１７億５２百万円（前期比１００.

７％）、連結経常利益は１９億７４百万円（前期比９２.９％）となり、連結当期純利益は投資有価証券

の評価損等により６億１３百万円（前期比６２.７％）となりました。
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①通信建設事業

  光アクセス工事や移動通信関連工事のほか官公庁・自治体工事、建物内電気・通信設備工事、高

速道路のＥＴＣ工事などを積極的に受注するとともに、コスト削減に努めた結果、売上高・営業利

益ともに前期と比べて増加しました。

　

②情報サービス事業

  景気が後退するなかで企業等の情報投資抑制の影響を受け、売上高・営業利益ともに前期と比

べて減少しました。

　

③住宅不動産事業

  当連結会計年度に販売する物件の事業用地取得を抑制し、既存の販売用不動産・仕掛不動産を

中心に確実な販売に注力しました。その結果、販売物件が前期より減少し、売上高・営業利益とも

に前期と比べて減少しました。

　

④リース他事業

  半導体製造装置の設置・保守事業や人材派遣事業等が当連結会計年度は比較的順調に推移し、

売上高は前期と比べて増加しましたが、通信機器製造事業の在庫調整等により営業費用が増加し、

営業利益は前期と比べて減少しました。

　

(2) キャッシュ・フローの状況

当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比べ

４億９４百万円増加し、５１億３０百万円となりました。各キャッシュ・フローの状況は次のとおりであ

ります。

　

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当連結会計年度における営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前当期純利益１３億

４４百万円の計上、たな卸資産の減少７億９０百万円及び減価償却費１８億５９百万円の計上によ

る資金増加要因と売上債権の増加１１億２５百万円や長期未払金の減少４億７１百万円及び法人税

等の支払額１億２０百万円等による資金の減少要因により、１３億５０百万円の資金増加(前連結会

計年度１８億７４百万円の資金増加)となりました。

　

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当連結会計年度における投資活動によるキャッシュ・フローは、貸付金の回収、定期預金の解約によ

る収入があったものの、支店社屋新築・改修、工事用車両の更新などにより、２０億２８百万円の資金

減少(前連結会計年度１９億６６百万円の資金減少)となりました。

　

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当連結会計年度における財務活動によるキャッシュ・フローは、運転資金の一部を借入金で充当し

たことにより、１１億７３百万円の資金増加(前連結会計年度９６百万円の資金増加)となりました。
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２ 【受注高及び施工高の状況】

(1) 受注高、売上高、繰越高及び施工高

　

期別
事業の種類別
セグメントの名称

前期
繰越高
(百万円)

当期
受注高
(百万円)

計
(百万円)

当期
売上高
(百万円)

次期繰越高
当期
施工高
(百万円)手持高

(百万円)

うち
施工高
(百万円)

前連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

通信建設事業 10,29457,63567,92958,3849,5452,92558,010

情報サービス事業 156 4,6034,7594,643 116 62 4,643

住宅不動産事業 128 2,4492,5772,310 267 ─ 2,310

リース他事業 1,8126,7118,5246,5521,971 8 6,548

計 12,39171,39983,79171,89011,9012,99671,513

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

通信建設事業 9,54563,16272,70759,55913,1482,39159,025

情報サービス事業 116 4,4894,6064,469 136 44 4,451

住宅不動産事業 267 1,4751,7421,701 40 ─ 1,701

リース他事業 1,9716,9318,9036,8982,004 67 6,957

計 11,90176,05887,95972,62915,3292,50372,136

(注) １　前期以前に受注したもので、契約の変更により請負金額の増減がある場合は、当期受注高にその増減額を含む。

従って当期売上高にもかかる増減額が含まれる。

２　次期繰越高の施工高は個別進捗率により算出したものである。

３　当期施工高は(当期売上高＋次期繰越施工高－前期繰越施工高)に一致する。

　

(2) 売上高

　

期別
事業の種類別
セグメントの名称

西日本電信電話株式会社
(百万円)

その他
(百万円)

合計
(百万円)

前連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

通信建設事業 36,933 21,450 58,384

情報サービス事業 ─ 4,643 4,643

住宅不動産事業 ─ 2,310 2,310

リース他事業 ─ 6,552 6,552

計 36,933 34,956 71,890

当連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

通信建設事業 35,730 23,828 59,559

情報サービス事業 ─ 4,469 4,469

住宅不動産事業 ─ 1,701 1,701

リース他事業 ─ 6,898 6,898

計 35,730 36,898 72,629
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(注) １　完成工事のうち主なものは、次のとおりである。

前連結会計年度　請負金額１億円以上の主なもの。
　

西日本電信電話株式会社　静岡支店 平成19年度静岡西部エリアサービス総合工事

西日本電信電話株式会社　名古屋支店 平成19年度名古屋中央エリアサービス総合工事

西日本電信電話株式会社　名古屋支店 平成19年度一宮エリアサービス総合工事

西日本電信電話株式会社　名古屋支店 平成19年度刈谷エリアサービス総合工事

西日本電信電話株式会社　名古屋支店 平成19年度豊橋エリアサービス総合工事

　
当連結会計年度　請負金額１億円以上の主なもの。

　
西日本電信電話株式会社　静岡支店 平成20年度静岡西部エリアサービス総合工事

西日本電信電話株式会社　名古屋支店 平成20年度名古屋中央エリアサービス総合工事

西日本電信電話株式会社　名古屋支店 平成20年度刈谷エリアサービス総合工事

西日本電信電話株式会社　名古屋支店 平成20年度一宮エリアサービス総合工事

西日本電信電話株式会社　名古屋支店 平成20年度豊橋エリアサービス総合工事

　
２　売上高総額に対する割合が100分の10以上の相手先別の売上高及びその割合は、次のとおりである。

　
前連結会計年度 　 　

西日本電信電話株式会社 36,933百万円 51.4％

　 　 　

当連結会計年度 　 　

西日本電信電話株式会社 35,730百万円 49.2％

　

(3) 手持高

手持工事は上記(1)のとおりであるが、その主なものは次のとおりであります。

　

エヌ・ティ・ティ・インフ
ラネット株式会社 市道那８１６号線電線共同溝整備工事委託 平成21年７月完成予定

国土交通省
平成２０年度　２３号岡崎ＢＰ岡ノ山休憩施設情報
提供装置工事 平成21年８月完成予定

西日本電信電話株式会社 岐阜総２０－０１０２電気通信設備工事 平成22年１月完成予定

株式会社大林組 衆議院新議員会館新築工事内弱電設備工事（Ⅰ期） 平成22年６月完成予定

西日本電信電話株式会社 愛知総２０－１１５１電気通信設備工事 平成22年11月完成予定
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３ 【対処すべき課題】

当社グループを取り巻く経営環境は、国内の景況が当面後退・低迷局面で推移するものと見られ、民間設

備投資抑制等の影響も懸念されます。情報通信分野におきましては、今後も光アクセスと無線を中心とした

ブロードバンド化、ユビキタス化の進展に向けたインフラ整備や、サービスの多様化・高度化が進められる

ことが予想されます。しかし一方では、通信事業会社間の熾烈な競争により受注価格面で一層厳しさが増す

ことが想定されます。

　こうした中で当社グループとしましては、安全・品質を重視し以下の取り組みを柱として諸施策を推進し

てまいります。

　・受注拡大とコスト低減

　・人材の育成

　・グループ事業運営の効率化

　・ＣＳＲ経営、内部統制システム定着の推進
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４ 【事業等のリスク】

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を

及ぼす可能性のある事項には、以下のようなものがあります。

なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループ（当社及び連結子会社）

が判断したものであります。

　

（特定の得意先との取引について） 

当社グループは、通信建設事業を主な事業としており、ＮＴＴグループを始めとする通信事業者各社と

の安定的な取引を継続しておりますが、これら各社の売上高に占める割合が高く、通信事業者各社の設備

投資動向や技術革新によっては当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

　

（ＣＳＲについて）

当社グループは、人身事故ゼロ・設備事故ゼロ・情報漏洩ゼロの企業理念を基本として、安全衛生や品

質のマネジメントシステムを導入し、お客様の満足のために信頼の技術と品質を提供することとしてお

りますが、重大な事故等不測の事態を発生させた場合は、社会的に大きな影響を与えるとともに、営業活

動に制約を受け、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

　

５ 【経営上の重要な契約等】

特記事項はありません。

　

６ 【研究開発活動】

当連結会計年度の研究開発活動は、ブロードバンド・ユビキタスサービスを支える、次世代ネットワーク

ＮＧＮ（Next　Generation　Network）の本格的なサービス展開を見据え、ＮＧＮに関連する研究開発を専門

研究機関、関連企業等と協調して継続的に進めてまいりました。さらに、事業展開に密着した開発として、Ｎ

ＧＮ向け製品サービスを研究開発し製品化しております。

　なお、当連結会計年度における研究開発費の総額は、３６百万円（研究員５人）となっており、主な研究開

発活動は次のとおりであります。

　

（通信建設事業）

（１）ＮＧＮ構築に関する設計、施工及び利用技術の研究開発

  　①ＮＧＮ構築に関する基幹技術（設計、施工）の研究開発

 　 ②ブロードバンド対応の映像配信（ＶＯＤ）技術に関する研究開発

（２）通信建設工事に関する研究開発

  ①情報通信インフラ設備を安全かつ効率的に構築するための施工方法、機工具の研究開発

  ②ビル・構内光配線に関する設計、工法等の研究開発
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（リース他事業）

ＩＣＴソリューション事業の研究開発

①ＮＧＮ向け製品サービスとして、３６０度カメラをベースとした下記の３製品を開発と機能増強

　　・インターネットを使った映像会議システム

　　・一台で死角のない監視システム

　　・全方位の映像撮影および記録できる映像記録システム

②超磁歪素子（振動素子）を用いた振動型ワイヤレスマイクスピーカーの開発

　装置本体が触れたものから音を出すワイヤレススピーカーで、マイクを内蔵しハンズフリーにも対

応する装置を開発。Bluetooth機能搭載により、パソコンや携帯電話、オーディオプレーヤーなど様々

な機器とワイヤレスで接続可能。

　

（情報サービス事業及び住宅不動産事業）

研究開発活動は特段行われておりません。

　

なお、子会社においては、研究開発活動は特段行われておりません。

　

７ 【財政状態及び経営成績の分析】

(1) 重要な会計方針及び見積り

当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づい

て作成されております。この連結財務諸表の作成にあたって、たな卸資産の評価及びリース取引に関す

る会計処理を除いて、前連結会計年度と同一の基準に従って作成しております。

　

(2) 当連結会計年度の経営成績の分析

当社グループの当連結会計年度の経営成績は、通信建設事業において、家庭向け光ファイバ工事は引

き続き堅調に推移し、移動通信関連工事も順調に売上高を伸ばしました。一方、通信建設事業以外では、

情報サービス事業・住宅不動産事業の落ち込みはあったものの、半導体製造装置の設置・保守事業や人

材派遣事業は比較的順調で全体としては増収となりました。

利益面につきましては、増収効果、販管費の削減もあり、営業利益は増益となりましたが、経常利益は

営業外費用の負担、当期純利益は固定資産処分損・投資有価証券評価損の発生があり、それぞれ減益と

なりました。

　

(3) 経営成績に重要な影響を受ける要因について

当社グループは、ＮＴＴグループを始めとする通信事業者各社の設備投資動向や技術革新によって大

きな影響を受ける可能性があります。

ＮＴＴグループでは、光２０００万加入の達成を２０１０年以降に変更されたとはいえ、光アクセス

網の整備・拡充による受注は引き続き期待できる他、移動通信の基地局やＷｉＭＡＸ事業の拡大に向け

た設備の整備などでも受注の拡大が期待できますが、通信事業者間の競争激化による価格競争及びサー

ビス向上による技術力確保に係るコストが営業損益を圧迫する要因となることが予想されます。
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(4) 基本戦略の取り組み

当社グループは「すべてのお客様の満足のために、情熱をもって信頼の技術と品質を提供する」こと

を企業理念として、最大の強みである情報通信ネットワーク構築技術を活かした事業展開と、常にお客

様の視点に立ったサービスを提供することで、豊かな情報通信社会の実現に貢献していくことを経営の

基本方針としており、「お客様に感動いただけるソリューション＆エンジニアリング企業グループ」を

目指し、常に変化する経営環境、市場動向に的確に対応するため、『変革・挑戦・連携』を推進しながら

事業運営をすすめてまいります。具体的には、

　・すべてのお客様へのベストパートナーとしての貢献

　・中核事業であるエンジニアリング事業の更なる拡大による業績向上

　・グループ内の連携による経営資源の最大限活用

　・社会から信頼される企業グループの具現化

を基本戦略として掲げ、グループ全体でこれに取り組んでまいります。

　

(5) 資本の財源及び資金の流動性についての分析

営業活動によるキャッシュ・フローは、売上債権の増加や長期未払金の減少による資金の減少要因は

あったものの、税金等調整前当期純利益と減価償却費の計上、たな卸資産の減少による増加要因により

資金増加となりましたが、投資活動によるキャッシュ・フローでは、有価証券の売却・償還が少額に留

まり、支店社屋等の設備投資により減少となりました。また、財務活動によるキャッシュ・フローでは、

自己株式の取得、配当金の支払い等がありましたが、運転資金の一部を借入金で充当したことにより資

金増加となりました。

平成２１年度は、社屋の建替への設備投資は一段落したものの、短期借入金及び一年以内長期借入金

の返済が予定されており、金融市場の情報収集を的確に行い、効率的な資金調達に努めてまいります。

　

(6) 経営者の問題認識と今後の方針について

当社グループ各事業の受注環境は、通信建設事業につきましては光アクセス網の整備・拡充や移動通

信分野の基地局整備、ＷｉＭＡＸ事業の拡大に向けた設備整備など、通信事業各社における一定のイン

フラ投資が継続されることが見込まれます。一方、官公庁・自治体工事等公共投資は、経済対策への期待

が持たれるものの引き続き抑制基調で推移することが予想されます。また、受注価格面では激しい競争

下にあって一層厳しさが増すことも想定されます。

　情報サービス事業、住宅不動産事業、リース他事業の受注環境につきましては、冷え込む景況下で民間

設備投資の抑制や個人消費の低迷が当分続くことが予想され、いずれの事業もそれぞれ厳しい環境が継

続するものと見込まれます。

このような受注環境により、経営環境は厳しさを増しておりますが、「受注拡大とコスト削減」を柱

に、「人材育成」、「グループ事業運営の効率化」及び「ＣＳＲ経営、内部統制システム定着の推進」を

中期経営目標に掲げ、グループ全体で利益を創出すべく経営体質の強化に努めてまいります。
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第３ 【設備の状況】

１ 【設備投資等の概要】

当連結会計年度の設備投資については、グループ経営の高度化・効率化に伴う生産設備の充実・強化

等を目的とした設備投資を継続的に実施しております。

　

当連結会計年度の設備投資等の総額は１３億６７百万円であり、事業の種類別セグメントの設備投資

は次のとおりであります。

　

①通信建設事業

建物及び高所作業車、工具・器具の更新を中心に総額８億７１百万円の投資を実施しました。

　

②情報サービス事業

ソフトウェアを中心に総額４０百万円の投資を実施しました。

　

③住宅不動産事業

賃貸用物件の改装を中心に総額１３百万円の投資を実施しました。

　

④リース他事業

オペレーティングリース・レンタルの貸与資産充実を中心に総額２億５４百万円の投資を実施しま

した。

　

⑤全セグメント共通

グループ全体のシステム構築と事務処理の円滑化施策を中心に総額１億８７百万円の投資を実施し

ました。
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２ 【主要な設備の状況】

(1) 提出会社

　

事業所名
(所在地)

事業の種類別
セグメントの
名称

帳簿価額(百万円)
従業員数
(人)建物・

構築物
機械・
運搬具

土地
(面積㎡)

その他 合計

本社
(名古屋市中区)

管理業務 643 ―
526

(2,143)
39 1,209 293

本社第二
(名古屋市中区)

通信建設事業 252 ―
227
(842)

25 505 113

名古屋支店
(名古屋市港区)

通信建設事業 572 0
257

(12,977)
2 833 97

豊橋支店
(愛知県豊橋市)

通信建設事業 439 ―
913

(10,437)
1 1,354 70

静岡支店
(静岡市葵区)

通信建設事業 396 0
273

(8,043)
3 673 55

浜松支店
(浜松市東区)

通信建設事業 302 0
250

(11,422)
1 554 49

岐阜支店
(岐阜県岐阜市)

通信建設事業 148 0
76

(8,403)
1 225 57

三重支店
(三重県津市)

通信建設事業 131 0
276

(10,097)
3 411 37

電設事業本部
(海部郡甚目寺町)

通信建設事業 150 0
665

(12,850)
16 832 183

住宅不動産事業本部
(名古屋市中区)

住宅不動産事業 350 12
1,472

(25,297)
1 1,836 16

ｉｘ葵ビル
(名古屋市東区)

管理業務 398 ―
14

(537)
9 421 ―

　

(2) 国内子会社

　

事業所名
(所在地)

事業の種類別
セグメントの
名称

帳簿価額(百万円)
従業員数
(人)建物・

構築物
機械・
運搬具

土地
(面積㎡)

その他 合計

㈱エヌディエスリース
(名古屋市名東区)

リース他事業 31 1
121

(2,900)
5 159 50

大日通信建設㈱
(愛知県豊田市)

通信建設事業 199 89
514

(12,466)
5 809 143

浜松通信施設㈱
(浜松市北区)

通信建設事業 55 ―
447

(33,056)
8 511 57

三通建設工事㈱
(三重県津市)

通信建設事業 73 6
386

(7,748)
2 468 94

みつぼしテクノ㈱
(石川県金沢市)

通信建設事業 148 34
768

(27,452)
11 962 140

東名通信工業㈱
(愛知県稲沢市)

リース他事業 57 11
570

(6,669)
17 657 72

 

(3) 在外子会社

該当事項はありません。

　

(注) １　帳簿価額のうち「その他」は、工具器具備品であり建設仮勘定は含んでいない。

２　上記の他、㈱エヌディエスリースは、貸与資産333百万円を保有している。

３　従業員数には、提出会社からの出向社員を含んでいる。
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３ 【設備の新設、除却等の計画】

(1) 重要な設備の新設等

当社グループの設備投資につきましては、事業の運営・推進に必要な投資を効率的に実施することに

しておりますが、原則的に連結会社各社が個別に策定したものを、グループ戦略会議等において当社を中

心に調整を行っております。

なお、当連結会計年度末現在において経常的な設備の更新のための改装等を除き、重要な設備の新設等

の計画はありません。

　

(2) 重要な設備の除却等

経常的な設備の更新のための除却等を除き、重要な設備の除却等の計画はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 128,300,000

計 128,300,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(平成21年３月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成21年６月30日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 65,962,988同左
東京証券取引所
名古屋証券取引所
市場第一部

単元株式数は1,000株であります。

計 65,962,988同左 ─ ─

　

(2) 【新株予約権等の状況】

①会社法第236条、第238条及び第240条の規定に基づき新株予約権を発行しております。

(第２回 新株予約権)

　 事業年度末現在 提出日の前月末現在

　 (平成21年３月31日) (平成21年５月31日)

新株予約権の数（個） 　　　 120 （注）１ 108

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ─ ─

新株予約権の目的となる株式の種類
普通株式
単元株式数は1,000株
であります。

同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 120,000 108,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） 　　　  1 （注）２ 同左

新株予約権の行使期間
自　平成18年８月26日
至　平成38年８月25日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合
の株式の発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　  1
同左

資本組入額 （注）３

新株予約権の行使の条件 （注）４ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）５ 同左

代用払込みに関する事項 ─ ─

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関
する事項

（注）６ 同左
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（注）１ 新株予約権１個につき目的となる株式数は1,000株である。 

ただし、割当日後、当社が当社普通株式につき、株式分割（当社普通株式の株式無償割当てを含む。以下、

株式分割の記載につき同じ。）または株式併合を行う場合には、付与株式数を次の算式により調整し、調

整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てるものとする。 

調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 分割・併合の比率 

２ 各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、新株予約権を行使することにより交付を受ける

ことができる株式１株当たりの払込金額を１円とし、これに付与株式数を乗じた金額とする。 

３ (1)新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則第40条

第１項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果生じる１円未満の

端数は、これを切り上げるものとする。 

(2)新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、上記(1)記載の資

本金等増加限度額から上記(1)に定める増加する資本金の額を減じた額とする。

４ (1)新株予約権者は、上記新株予約権の行使期間内において、当社の取締役および執行役員のいずれの地

位をも喪失した時に限り、新株予約権を行使できるものとする。ただし、この場合、新株予約権者は、

地位を喪失した日の翌日（以下、「権利行使開始日」という。）から５年を経過する日までの間に限

り、新株予約権を行使することができる。 

(2)上記(1)に関わらず、新株予約権者は、以下の①または②に定める場合（ただし、②については、新株

予約権者に再編対象会社の新株予約権が交付される場合を除く。）には、それぞれに定める期間内に

限り新株予約権を行使できるものとする。 

①新株予約権者が平成37年８月25日に至るまでに権利行使開始日を迎えなかった場合、平成37年８

月26日から平成38年８月25日まで。

②当社が消滅会社となる合併で契約承認の議案、または当社が完全子会社となる株式交換契約若し

くは株式移転計画承認の議案につき当社株主総会で承認された場合（株主総会決議が不要な場

合は、当社の取締役会決議または代表取締役の決定がなされた場合）、当該承認日の翌日から15

日間。 

(3)新株予約権者が新株予約権を放棄した場合には、かかる新株予約権を行使することができないもの

とする。

５ 新株予約権を譲渡するには、当社取締役会の承認を要する。 

６ 当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換または株式移転

（以上を総称して以下、「組織再編行為」という。）をする場合において、組織再編行為の効力発生の時

点において残存する新株予約権（以下、「残存新株予約権」という。）の新株予約権者に対し、それぞれ

の場合につき、会社法第236条第1項第8号のイからホまでに掲げる株式会社（以下、「再編対象会社」と

いう。）の新株予約権を以下の条件に基づきそれぞれ交付することとする。この場合においては、残存新

株予約権は消滅し、再編対象会社は新株予約権を新たに発行するものとする。ただし、以下の条件に沿っ

て再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計

画、株式交換契約または株式移転計画において定めた場合に限るものとする。

(1)交付する再編対象会社の新株予約権の数 

残存新株予約権の新株予約権者が保有する新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものとす

る。

(2)新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類 

再編対象会社の普通株式とする。

(3)新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数 

組織再編行為の条件等を勘案のうえ、上記1.に準じて決定する。
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(4)新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、以下に定める再編後払込金額に

上記(3)に従って決定される当該各新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じて得ら

れる金額とする。再編後払込金額は、交付される各新株予約権を行使することにより交付を受けるこ

とができる再編対象会社の株式1株当たり1円とする。 

(5)新株予約権を行使することができる期間 

新株予約権の行使期間の開始日と組織再編成行為の効力発生日のうちいずれか遅い日から、新株予

約権の行使期間の満了日までとする。

(6)新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金および資本準備金に関する事

項上記3.に準じて決定する。

(7)譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の決議による承認を要するもの

とする。

(8)新株予約権の取得条項 

下記7.に準じて決定する。

(9)その他の新株予約権の行使の条件 

上記4.に準じて決定する。 

７ 募集新株予約権の取得条項 

以下の(1)、(2)、(3)の議案につき当社株主総会で承認された場合（株主総会決議が不要の場合は、当

社の取締役会決議の決定がなされた場合）は、取締役会が別途定める日に、当社は無償で新株予約権

を取得することができる。

(1) 当社が消滅会社となる合併契約承認の議案

(2) 当社が分割会社となる分割契約若しくは分割計画承認の議案 

(3) 当社が完全子会社となる株式交換契約若しくは株式移転計画承認の議案 
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(第３回 新株予約権)

　 事業年度末現在 提出日の前月末現在

　 (平成21年３月31日) (平成21年５月31日)

新株予約権の数（個） 　　　  150 （注）１ 150

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ─ ─

新株予約権の目的となる株式の種類
普通株式
単元株式数は1,000株
であります。

同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 150,000 150,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） 　　　  1 （注）２ 同左

新株予約権の行使期間
自　平成19年９月13日
至　平成39年９月12日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合
の株式の発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　  1
同左

資本組入額 （注）３

新株予約権の行使の条件 （注）４ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）５ 同左

代用払込みに関する事項 ─ ─

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関
する事項

（注）６ 同左

（注）１ 新株予約権１個につき目的となる株式数は1,000株である。 

ただし、割当日後、当社が当社普通株式につき、株式分割（当社普通株式の株式無償割当てを含む。以下、

株式分割の記載につき同じ。）または株式併合を行う場合には、付与株式数を次の算式により調整し、調

整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てるものとする。 

調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 分割・併合の比率 

２ 各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、新株予約権を行使することにより交付を受ける

ことができる株式１株当たりの払込金額を１円とし、これに付与株式数を乗じた金額とする。

３ (1)新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則第40条

第１項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果生じる１円未満の

端数は、これを切り上げるものとする。

(2)新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、上記(1)記載の資

本金等増加限度額から上記(1)に定める増加する資本金の額を減じた額とする。

４ (1)新株予約権者は、上記新株予約権の行使期間内において、当社の取締役および執行役員のいずれの地

位をも喪失した時に限り、新株予約権を行使できるものとする。ただし、この場合、新株予約権者は、

地位を喪失した日の翌日（以下、「権利行使開始日」という。）から５年を経過する日までの間に限

り、新株予約権を行使することができる。 

(2)上記(1)に関わらず、新株予約権者は、以下の①または②に定める場合（ただし、②については、新株

予約権者に再編対象会社の新株予約権が交付される場合を除く。）には、それぞれに定める期間内に

限り新株予約権を行使できるものとする。

①新株予約権者が平成38年９月12日に至るまでに権利行使開始日を迎えなかった場合、平成38年９

月13日から平成39年９月12日まで。

②当社が消滅会社となる合併で契約承認の議案、または当社が完全子会社となる株式交換契約若し

くは株式移転計画承認の議案につき当社株主総会で承認された場合（株主総会決議が不要な場

合は、当社の取締役会決議または代表取締役の決定がなされた場合）、当該承認日の翌日から15

日間。

(3)新株予約権者が新株予約権を放棄した場合には、かかる新株予約権を行使することができないもの

とする。
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５ 新株予約権を譲渡するには、当社取締役会の承認を要する。 

６ 当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換または株式移転

（以上を総称して以下、「組織再編行為」という。）をする場合において、組織再編行為の効力発生の時

点において残存する新株予約権（以下、「残存新株予約権」という。）の新株予約権者に対し、それぞれ

の場合につき、会社法第236条第1項第8号のイからホまでに掲げる株式会社（以下、「再編対象会社」と

いう。）の新株予約権を以下の条件に基づきそれぞれ交付することとする。この場合においては、残存新

株予約権は消滅し、再編対象会社は新株予約権を新たに発行するものとする。ただし、以下の条件に沿っ

て再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計

画、株式交換契約または株式移転計画において定めた場合に限るものとする。

(1)交付する再編対象会社の新株予約権の数 

残存新株予約権の新株予約権者が保有する新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものとす

る。

(2)新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類 

再編対象会社の普通株式とする。

(3)新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数 

組織再編行為の条件等を勘案のうえ、上記1.に準じて決定する。

(4)新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、以下に定める再編後払込金額に

上記(3)に従って決定される当該各新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じて得ら

れる金額とする。再編後払込金額は、交付される各新株予約権を行使することにより交付を受けるこ

とができる再編対象会社の株式1株当たり1円とする。 

(5)新株予約権を行使することができる期間 

新株予約権の行使期間の開始日と組織再編成行為の効力発生日のうちいずれか遅い日から、新株予

約権の行使期間の満了日までとする。

(6)新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金および資本準備金に関する事

項上記3.に準じて決定する。

(7)譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の決議による承認を要するもの

とする。

(8)新株予約権の取得条項 

下記7.に準じて決定する。

(9)その他の新株予約権の行使の条件 

上記4.に準じて決定する。 

７ 募集新株予約権の取得条項 

以下の(1)、(2)、(3)の議案につき当社株主総会で承認された場合（株主総会決議が不要の場合は、当社

の取締役会決議の決定がなされた場合）は、取締役会が別途定める日に、当社は無償で新株予約権を取

得することができる。

(1) 当社が消滅会社となる合併契約承認の議案

(2) 当社が分割会社となる分割契約若しくは分割計画承認の議案 

(3) 当社が完全子会社となる株式交換契約若しくは株式移転計画承認の議案 
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(第４回 新株予約権)

　 事業年度末現在 提出日の前月末現在

　 (平成21年３月31日) (平成21年５月31日)

新株予約権の数（個） 　　　  240 （注）１ 240

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ─ ─

新株予約権の目的となる株式の種類
普通株式
単元株式数は1,000株
であります。

同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 240,000 240,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） 　　　  1 （注）２ 同左

新株予約権の行使期間
自　平成20年９月12日
至　平成40年９月11日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合
の株式の発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　  1
同左

資本組入額 （注）３

新株予約権の行使の条件 （注）４ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）５ 同左

代用払込みに関する事項 ─ ─

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関
する事項

（注）６ 同左

（注）１ 新株予約権１個につき目的となる株式数は1,000株である。 

ただし、割当日後、当社が当社普通株式につき、株式分割（当社普通株式の株式無償割当てを含む。以下、

株式分割の記載につき同じ。）または株式併合を行う場合には、付与株式数を次の算式により調整し、調

整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てるものとする。 

調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 分割・併合の比率 

２ 各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、新株予約権を行使することにより交付を受ける

ことができる株式１株当たりの払込金額を１円とし、これに付与株式数を乗じた金額とする。

３ (1)新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則第40条

第１項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果生じる１円未満の

端数は、これを切り上げるものとする。

(2)新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、上記(1)記載の資

本金等増加限度額から上記(1)に定める増加する資本金の額を減じた額とする。

４ (1)新株予約権者は、上記新株予約権の行使期間内において、当社の取締役および執行役員のいずれの地

位をも喪失した時に限り、新株予約権を行使できるものとする。ただし、この場合、新株予約権者は、

地位を喪失した日の翌日（以下、「権利行使開始日」という。）から５年を経過する日までの間に限

り、新株予約権を行使することができる。 

(2)上記(1)に関わらず、新株予約権者は、以下の①または②に定める場合（ただし、②については、新株

予約権者に再編対象会社の新株予約権が交付される場合を除く。）には、それぞれに定める期間内に

限り新株予約権を行使できるものとする。

①新株予約権者が平成39年９月11日に至るまでに権利行使開始日を迎えなかった場合、平成39年９

月12日から平成40年９月11日まで。

②当社が消滅会社となる合併で契約承認の議案、または当社が完全子会社となる株式交換契約若し

くは株式移転計画承認の議案につき当社株主総会で承認された場合（株主総会決議が不要な場

合は、当社の取締役会決議または代表取締役の決定がなされた場合）、当該承認日の翌日から15

日間。

(3)新株予約権者が新株予約権を放棄した場合には、かかる新株予約権を行使することができないもの

とする。
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５ 新株予約権を譲渡するには、当社取締役会の承認を要する。 

６ 当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換または株式移転

（以上を総称して以下、「組織再編行為」という。）をする場合において、組織再編行為の効力発生の時

点において残存する新株予約権（以下、「残存新株予約権」という。）の新株予約権者に対し、それぞれ

の場合につき、会社法第236条第1項第8号のイからホまでに掲げる株式会社（以下、「再編対象会社」と

いう。）の新株予約権を以下の条件に基づきそれぞれ交付することとする。この場合においては、残存新

株予約権は消滅し、再編対象会社は新株予約権を新たに発行するものとする。ただし、以下の条件に沿っ

て再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計

画、株式交換契約または株式移転計画において定めた場合に限るものとする。

(1)交付する再編対象会社の新株予約権の数 

残存新株予約権の新株予約権者が保有する新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものとす

る。

(2)新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類 

再編対象会社の普通株式とする。

(3)新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数 

組織再編行為の条件等を勘案のうえ、上記1.に準じて決定する。

(4)新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、以下に定める再編後払込金額に

上記(3)に従って決定される当該各新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じて得ら

れる金額とする。再編後払込金額は、交付される各新株予約権を行使することにより交付を受けるこ

とができる再編対象会社の株式1株当たり1円とする。 

(5)新株予約権を行使することができる期間 

新株予約権の行使期間の開始日と組織再編成行為の効力発生日のうちいずれか遅い日から、新株予

約権の行使期間の満了日までとする。

(6)新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金および資本準備金に関する事

項上記3.に準じて決定する。

(7)譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の決議による承認を要するもの

とする。

(8)新株予約権の取得条項 

下記7.に準じて決定する。

(9)その他の新株予約権の行使の条件 

上記4.に準じて決定する。 

７ 募集新株予約権の取得条項 

以下の(1)、(2)、(3)の議案につき当社株主総会で承認された場合（株主総会決議が不要の場合は、当社

の取締役会決議の決定がなされた場合）は、取締役会が別途定める日に、当社は無償で新株予約権を取

得することができる。

(1) 当社が消滅会社となる合併契約承認の議案

(2) 当社が分割会社となる分割契約若しくは分割計画承認の議案 

(3) 当社が完全子会社となる株式交換契約若しくは株式移転計画承認の議案 
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(3) 【ライツプランの内容】

　　　 該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額

(百万円)

資本金残高

(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成12年３月31日
(注)

△1,700,00065,962,988 ─ 5,676 ─ 4,425

(注)　利益による自己株式消却による減少　1,700,000株

　

(5) 【所有者別状況】

平成21年３月31日現在

区分

株式の状況(１単元の株式数1,000株)

単元未満
株式の状況
(株)

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計
個人以外 個人

株主数
(人)

─ 27 22 105 31 ─ 4,8465,031 ―

所有株式数
(単元)

─ 21,331 537 8,6001,489 ─ 33,04765,004958,988

所有株式数
の割合(％)

─ 32.8 0.8 13.3 2.3 ─ 50.8 100.0 ─

(注) １　自己株式6,088,045株は、「個人その他」の欄に6,088単元及び「単元未満株式の状況」の欄に45株含まれてい

る。

２　「その他の法人」及び「単元未満株式の状況」の欄には、証券保管振替機構名義の株式がそれぞれ2単元及び

348株含まれている。
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(6) 【大株主の状況】

平成21年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

ＮＤＳグループ社員持株会 名古屋市中区千代田二丁目15番18号 3,714 5.63

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内一丁目６番６号 3,573 5.41

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内二丁目７番１号 2,937 4.45

みずほ信託退職給付信託(みずほ
銀行口)・再信託受託者資産管理
サービス信託銀行株式会社

東京都中央区晴海一丁目８番12号 2,937 4.45

株式会社アイチコーポレーション
埼玉県上尾市大字領家字山下1152番地
10

2,270 3.44

あいおい損害保険株式会社 東京都渋谷区恵比寿一丁目28番１号 2,000 3.03

日本トラスティ・サービス信託銀
行株式会社(三井アセット信託銀
行再信託分・CMTBエクイティイン
ベストメンツ株式会社信託口)

東京都中央区晴海一丁目８番11号 1,690 2.56

日本トラスティ・サービス信託銀
行株式会社(信託口４Ｇ)

東京都中央区晴海一丁目８番11号 1,569 2.37

第一生命保険相互会社
(常任代理人　資産管理サービス信
託銀行株式会社)

東京都千代田区有楽町一丁目13番１号 1,530 2.31

株式会社中京銀行 名古屋市中区栄三丁目33番13号 1,200 1.81

計 ― 23,422 35.51

(注) １　「みずほ信託退職給付信託(みずほ銀行口)・再信託受託者資産管理サービス信託銀行株式会社」は、株式会

社みずほ銀行がみずほ信託銀行株式会社に委託した退職給付信託の信託財産であり、その議決権行使の指

図権は株式会社みずほ銀行に留保されている。なお、みずほ信託銀行株式会社は、信託財産を資産管理サー

ビス信託銀行株式会社に再信託している。

２　「日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社(三井アセット信託銀行再信託分・CMTBエクイティインベス

トメンツ株式会社信託口)」の所有株式は、中央三井信託銀行株式会社が所有していた当社株式を、その全

額出資子会社であるCMTBエクイティインベストメンツ株式会社へ現物出資したものが、三井アセット信託

銀行株式会社に信託されたものであり、議決権行使の指図権はCMTBエクイティインベストメンツ株式会社

に留保されている。なお、三井アセット信託銀行株式会社は、信託財産を日本トラスティ・サービス信託銀

行株式会社に再信託している。

３　上記のほか、当社所有の自己株式 6,088千株(9.22％)がある。
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成21年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ─ ─ ─

議決権制限株式(自己株式等) ─ ─ ─

議決権制限株式(その他) ─ ─ ─

完全議決権株式(自己株式等)

(自己保有株式)
普通株式

6,088,000
─ ―

(相互保有株式)
普通株式

36,000

完全議決権株式(その他)
普通株式

58,880,000
58,880 ─

単元未満株式
普通株式

958,988
─ ─

発行済株式総数 65,962,988─ ─

総株主の議決権 ─ 58,880 ─

(注) １ 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が2,000株(議決権2個)含まれて

いる。

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が348株が含まれている。

　

② 【自己株式等】

平成21年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合(％)

(自己保有株式)
日本電話施設株式会社

名古屋市中区千代田二丁目
15番18号

6,088,000 ― 6,088,000 9.23

(相互保有株式)
日本協同建設株式会社

亀山市阿野田町1036番地３ 36,000 ― 36,000 0.05

計 ─ 6,124,000 ― 6,124,000 9.28
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(8) 【ストックオプション制度の内容】

①第52期定時株主総会において決議された付与の状況

当社はストックオプション制度を採用しております。

当社は平成18年６月29日第52期定時株主総会において、会社法第361条第１項の規定に基づき、当社の

取締役に株式報酬型ストックオプションとして、特に有利な条件で新株予約権を発行することを特別決

議しました。

当該制度の内容は次のとおりであります。

　

決議年月日 平成18年６月29日

付与対象者の区分及び人数(名)
当社取締役　　　　 8
当社執行役員　　　 8

新株予約権の目的となる株式の種類 「（2）新株予約権等の状況」に記載している。

株式の数 同上

新株予約権の行使時の払込金額 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 同上

組織再編成行為に伴う新株予約権の
交付に関する事項

同上
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②平成19年８月27日開催の取締役会において決議された付与の状況

当社は平成19年８月27日取締役会において、会社法第236条第１項、第238条第1項および第2項ならび

に第240条第1項に基づき、当社の取締役に株式報酬型ストックオプションとして、特に有利な条件で新

株予約権を発行することを特別決議しました。

当該制度の内容は次のとおりであります。

　

決議年月日 平成19年８月27日

付与対象者の区分及び人数(名)
当社取締役　　　　 8
当社執行役員　　　 9

新株予約権の目的となる株式の種類 「（2）新株予約権等の状況」に記載している。

株式の数 同上

新株予約権の行使時の払込金額 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 同上

組織再編成行為に伴う新株予約権の
交付に関する事項

同上

　

③平成20年８月26日開催の取締役会において決議された付与の状況

当社は平成20年８月26日取締役会において、会社法第236条第１項、第238条第1項および第2項ならび

に第240条第1項に基づき、当社の取締役に株式報酬型ストックオプションとして、特に有利な条件で新

株予約権を発行することを特別決議しました。

当該制度の内容は次のとおりであります。

　

決議年月日 平成20年８月26日

付与対象者の区分及び人数(名)
当社取締役　　　　 9
当社執行役員　　　 9

新株予約権の目的となる株式の種類 「（2）新株予約権等の状況」に記載している。

株式の数 同上

新株予約権の行使時の払込金額 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 同上

組織再編成行為に伴う新株予約権の
交付に関する事項

同上
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２ 【自己株式の取得等の状況】
　

【株式の種類等】 会社法第155条第３号及び会社法第155条第７号による普通株式の取得
　

(1) 【株主総会決議による取得の状況】

　　　　該当事項はありません。

　

(2) 【取締役会決議による取得の状況】

会社法第155条第３号による取得

区分 株式数(株) 価額の総額(千円)

取締役会(平成20年５月27日決議)での決議状況
(取得期間平成20年５月28日)

562,000 164,104

当事業年度前における取得自己株式 ─ ─

当事業年度における取得自己株式 562,000 164,104

残存決議株式の総数及び価額の総額 ─ ─

当事業年度の末日現在の未行使割合(％) ─ ─

当期間における取得自己株式 ― ―

提出日現在の未行使割合(％) ─ ─

　

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

会社法第155条第７号による取得

区分 株式数（株） 価額の総額（千円）

当事業年度における取得自己株式 43,316 11,676

当期間における取得自己株式 2,021 565

（注）当期間における取得自己株式には、平成21年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取

りによる株式は含まれていない。

　

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

　

区分
当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額
(千円)

株式数(株)
処分価額の総額
(千円)

引き受ける者の募集を行った
取得自己株式

― ― ― ―

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ―

合併、株式交換、会社分割に係る
移転を行った取得自己株式

― ― ― ―

その他(新株予約権等の行使及び単
元未満株式の買増請求による売渡
し)

155,861 52,222 14,848 4,971

保有自己株式数 6,088,045 ― 6,075,218 ―

（注）当期間における保有自己株式数には、平成21年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの新株予約権等の行

使及び単元未満株式の買増請求による売渡しの株式は含まれていない。
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３ 【配当政策】

当社は、株主に対する利益還元を経営の重要課題のひとつとして位置づけ、業績に裏付けられた成果の

配分に傾注しております。一方、当社は、情報通信建設事業を中心とするインフラ整備という公共性の高

い業種であり、将来にわたって安定的な経営基盤を確保する為、適正な内部留保もまた株主の利益確保に

必要不可欠であるとの認識に立っております。

従って、業績の確保に努め安定的な配当の継続を最優先とし、財政状況、利益水準等の収益動向を勘案

し、節目節目での記念配当の上乗せを念頭に、極力株主の要請にお応えすることを基本としております。

当社の剰余金の配当は、中間配当及び期末配当の年２回を基本的な方針としております。配当の決定機

関は、中間配当は取締役会、期末配当は株主総会であります。

当事業年度の剰余金の配当については、継続的な安定配当の基本方針のもと、１株当たり５円とし、中

間配当金（５円）と合わせて10円としております。

内部留保資金の使途については、上記の利益配分の基本方針に沿って安定的な経営基盤確保のため今

後の事業展開の備えとしております。

なお、当社は、「取締役会の決議により、毎年９月30日を基準日として中間配当を行うことができる」

旨を定款に定めております。

　

（注）基準日が当事業年度に属する剰余金の配当は、以下のとおりである。

決議年月日
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

平成20年11月14日
取締役会決議

299 5

平成21年6月26日
定時株主総会決議

299 5

　

４ 【株価の推移】

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

　

回次 第51期 第52期 第53期 第54期 第55期

決算年月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月

最高(円) 448 647 590 460 308

最低(円) 331 378 355 262 185

(注)　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものである。

　

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】

　

月別 平成20年10月 11月 12月 平成21年１月 ２月 ３月

最高(円) 265 279 290 264 263 285

最低(円) 185 235 230 232 232 251

(注)　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものである。
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５ 【役員の状況】

　

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(千株)

取締役会長

代表取締役
　 水　野　　　忠 昭和21年10月14日生

平成11年７月 西日本電信電話株式会社取締役名古

屋支店長

（注）４ 67

平成13年６月 当社入社

平成13年６月 当社IT事業推進本部副本部長

平成14年１月 当社グループ経営推進本部副本部長

平成14年６月 当社代表取締役社長

平成21年６月 当社代表取締役会長

現在に至る。

取締役社長

代表取締役
　 伊　藤　卓　志 昭和27年９月21日生

平成18年７月 西日本電信電話株式会社取締役東海

事業本部長兼名古屋支店長

株式会社ＮＴＴ西日本－東海代表取

締役社長

（注）４ 17
平成19年７月 当社入社

平成19年７月 当社顧問

平成20年６月 当社専務取締役経営企画本部長

平成21年６月 当社代表取締役社長

現在に至る。

専務取締役

ＮＴＴ事業

本部長兼Ｎ

ＴＴ事業本

部通信機器

営業部長兼

ＮＧＩビジ

ネス本部長

加　藤　敏　行 昭和24年４月28日生

平成13年７月 西日本電信電話株式会社三重支店長

（注）４ 12

平成17年６月 当社入社

平成17年６月 当社取締役ＮＴＴ本部長

平成18年６月 当社常務取締役ＮＴＴ本部長

平成18年７月 当社常務取締役ＮＴＴ事業本部長

平成18年11月 当社常務取締役ＮＴＴ事業本部長兼

ＮＧＩビジネス本部長

平成20年６月 当社常務取締役ＮＴＴ事業本部長兼

ＮＧＩビジネス本部長兼事業開発推

進本部長

平成21年６月 当社専務取締役ＮＴＴ事業本部長兼

ＮＴＴ事業本部通信機器営業部長兼

ＮＧＩビジネス本部長

現在に至る。

常務取締役

モ バ イ ル

ネットワー

ク事業本部

長

鈴　木　雄　二 昭和24年４月17日生

平成14年６月 株式会社エヌ・ティ・ティドコモ東

海取締役静岡支店長

（注）４ 14

平成15年６月 当社入社

平成15年６月 当社取締役ネットワーク事業本部長

平成17年10月 当社取締役ネットワーク事業本部長

兼電設事業本部副本部長

平成18年６月 当社常務執行役員ネットワーク事業

本部長兼電設事業本部副本部長

平成19年６月 当社取締役ネットワーク事業本部長

平成19年７月 当社取締役モバイルネットワーク事

業本部長

平成21年６月 当社常務取締役モバイルネットワー

ク事業本部長

現在に至る。

常務取締役
電設事業本

部長
井　戸　田　誠 昭和23年12月24日生

平成17年６月 株式会社トーエネック取締役兼執行

役員技術本部長

（注）４ 5

平成18年10月 当社入社

平成18年10月 当社電設事業本部副本部長

平成19年６月 当社取締役電設事業本部長

平成21年６月 当社常務取締役電設事業本部長

現在に至る。
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(千株)

取締役

総務部長兼

リスク管理

本部長兼コ

ンプライア

ンス統括部

長

吉　川　　　努 昭和27年６月７日生

平成14年４月 株式会社ＵＦＪ銀行金山支店長

（注）４ 13

平成14年７月 当社入社

平成14年７月 当社グループ経営推進本部担当部長

平成15年１月 当社経営管理本部総務部長

平成16年６月 当社取締役経営管理本部総務部長兼

コンプライアンス統括室長

平成18年２月 当社取締役経営管理本部総務部長兼

経営管理本部企業調査部長兼コンプ

ライアンス統括室長

平成18年７月 当社取締役総務部長兼コンプライア

ンス統括室長

平成18年10月 当社取締役総務部長兼コンプライア

ンス統括室長兼リスク管理本部法務

部長

平成19年７月 当社取締役総務部長兼リスク管理本

部長兼コンプライアンス統括部長

現在に至る。

取締役 財務部長 長　瀬　　　稔 昭和22年９月20日生

昭和46年３月 当社入社

（注）４ 15

平成８年５月 当社住宅不動産事業本部管理部長

平成13年７月 当社グループ経営推進本部経理グ

ループ部長

平成14年９月 当社経営管理本部経理部長兼経営管

理本部海外部長

平成18年７月 当社執行役員財務部長

平成20年６月 当社取締役財務部長兼シェアード

サービスセンタ長

平成21年６月 当社取締役財務部長

現在に至る。

取締役
安全品質管

理本部長
小　川　則　夫 昭和22年２月28日生

昭和44年３月 当社入社

（注）４ 9

平成３年10月 当社通信プラント技術本部資材部長

平成７年２月 静岡エヌディエス工事株式会社代表

取締役社長

平成13年７月 当社電設事業本部副本部長

平成15年４月 三重エヌディエス工事株式会社代表

取締役社長

平成19年６月 当社執行役員ＮＴＴ事業本部豊橋支

店長

平成21年６月 当社取締役安全品質管理本部長

現在に至る。

取締役
テレコム事

業本部長
佐　藤　銀　康 昭和30年６月13日生

昭和55年４月 日本電信電話公社入社

（注）４ 5

平成５年２月 日本電信電話株式会社津支店通信設

備部長

平成11年７月 東日本電信電話株式会社法人営業本

部システムサービス部担当部長

平成15年７月 同社東京支店第一法人営業本部長

平成17年７月 西日本電信電話株式会社ソリュー

ション営業本部エンジニアリング部

長

平成20年７月 当社入社

平成20年７月 当社執行役員モバイルネットワーク

事業本部副本部長

平成21年４月 当社執行役員テレコム事業本部長

平成21年６月 当社取締役テレコム事業本部長

現在に至る。
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期

所有株式数

(千株)

常勤監査役 　 松　永　忠　良 昭和20年６月11日生

昭和44年３月 当社入社

（注）３ 52

平成３年７月 当社業務本部経理部長

平成10年６月 株式会社エヌディエスリース専務取

締役

平成12年６月 当社グループ統括本部企画部長

平成14年６月 当社取締役グループ経営推進本部企

画グループ部長兼事業開発グループ

部長

平成18年４月 当社取締役経営管理本部経営企画

室長兼経営管理本部シェアードサー

ビスセンタ長

平成18年７月 当社取締役経営企画部長兼シェアー

ドサービスセンタ長

平成19年７月 当社取締役経営企画本部長兼シェ

アードサービスセンタ長

平成20年６月 当社常勤監査役

現在に至る。

監査役 　 足　立　邦　彦 昭和15年10月８日生

平成16年７月 株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ

東海特別参与
（注）５ ─

平成17年６月 当社監査役

現在に至る。

監査役 　 本　多　立太郎 昭和21年６月３日生

平成16年６月 株式会社エフエム愛知代表取締役社

長

現在に至る。 （注）３ ─

平成18年６月 当社監査役

現在に至る。

監査役 　 鈴　木　尚　郎 昭和19年９月８日生

平成18年６月 株式会社アイチコーポレーション代

表取締役会長

現在に至る。 （注）３ ─

平成20年６月 当社監査役

現在に至る。

計 　 209

　(注) １ 監査役足立邦彦、本多立太郎及び鈴木尚郎は、会社法第２条第16号に定める「社外監査役」である。

２ 当社では、平成18年６月29日より、意思決定・監督と執行の分離による取締役会の活性化のため、執行役員制度を

導入した。

３ 平成20年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成24年３月期に係る定時株主総会の終結の時までである。

４ 平成21年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成23年３月期に係る定時株主総会の終結の時までである。

５ 平成21年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成25年３月期に係る定時株主総会の終結の時までである。
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６ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】

(1) 【コーポレート・ガバナンスの状況】

コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

当社グループは、株主はじめ取引先、地域社会ならびに従業員等、さまざまなステークホルダーにとっ

て価値増大を図るべく、ＣＳＲ経営に基づく迅速な経営意思決定および業務執行が必要不可欠であると

考えております。

　

①会社の機関の内容及び内部統制システムの整備状況

イ  会社の機関の基本説明

当社は監査役制度を採用しており、基本的な経営管理組織としては、取締役会、監査役会、経営会議お

よびグループ戦略会議があります。

平成21年６月30日現在、取締役会は取締役９名（会長、社長、専務、常務２名、取締役４名）で構成さ

れ、原則月１回開催しております。監査役会は監査役４名（うち社外監査役３名）で構成され、取締役

会に出席し経営に対する監視機能の強化に努めております。なお、平成18年６月29日より執行役員制度

を導入し、経営の意思決定・監督と執行の分離、業務執行の迅速化を図っております。

　

当社グループの経営組織およびコーポレート・ガバナンス体制（平成18年７月１日組織改正後）の

概要は次のとおりであります。
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ロ　会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況

取締役会は、当社の経営に関わる重要な事項や法令で定められた事項について意思決定を行うとと

もに、業務執行状況を監督しており、監査役が取締役会に出席することで経営監視体制をとっておりま

す。法で定める取締役会に加え、「経営会議」（経営全体を見渡せる責任ある役職メンバーで構成）を

月２回から４回、グループ全体での各種施策の浸透・課題の共有化を目的とする「ＮＤＳグループ戦

略会議」を年２回の頻度で開催するなど、よりきめ細かく業務執行を図るべく経営機能の強化に努め

ております。

また、当社では法令遵守ならびに企業倫理を高めるべく「コンプライアンス委員会」「コンプライ

アンス統括部」および「企業倫理ヘルプライン」を設置し、グループ一丸となってコーポレート・ガ

バナンスの一層の向上に努めております。

なお、当社は、会社法第362条第4項第6号および会社法施行規則第100条に基づき、平成18年４月28日

開催の取締役会においてＮＤＳグループの「内部統制システム整備に関する基本方針」を制定した。

その主な内容は以下のとおりであります。

　

(イ) 取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する事項

(ロ) 損失の危険の管理に関する規定その他の体制

(ハ) 取締役の職務執行が効率的に行われることを確保するための体制および取締役・使用人の職

務執行が法令・定款に適合することを確保するための体制

(ニ) ＮＤＳグループにおける企業集団の業務の適正を確保するための体制

(ホ) 監査役会がその補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する体制

ならびにその使用人の取締役からの独立性に関する事項

(ヘ) 取締役および使用人が監査役会への報告するための体制

(ト) その他監査役会の監査が実効的に行われることを確保するための体制

　

今後は、制定した基本方針に基づいた具体的な内部統制システムの構築を実施します。

　

ハ　内部監査及び監査役監査の状況

内部監査については、内部監査部門として内部監査室（所属員４名）を設置し、当社ならびに連結子

会社も含めた内部監査を実施しており、定期的に監査役とも連携しております。

監査役監査については、取締役会への出席のほか、常勤監査役がその他の重要な会議への出席、会計

監査人の監査の立会い、取締役からの業務執行の聴取等を行って、「監査役会」を中心とした監査を

行っております。

　

ニ　会計監査の状況

当社の会計監査業務を執行した公認会計士は、山川勝、加藤浩幸、田中智司の３名であり、あずさ監査

法人に所属し、当該事業年度を含む継続関与年数は山川勝、加藤浩幸は３年、田中智司は２年でありま

す。

　当社の監査業務に係る補助者の構成は、公認会計士２名、その他５名であります。

　

ホ　社外取締役及び社外監査役との人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係の概要

当社は社外取締役を選任しておりません。

社外監査役３名と当社との間に特別の利害関係はありません。
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②リスク管理体制の整備の状況

経営戦略の意思決定に関するリスクに対しては、「経営会議」にて事前にリスク分析、対策等の審議を

行っております。また、事業遂行に関するリスクに対しては、関係部門が連携し、必要に応じて顧問弁護士

の助言を受けるなど、リスク管理体制を整備しております。今後は「内部統制システム整備に関する基本

方針」に基づき、各種リスクに関する規程を整備するとともに、「情報セキュリティ委員会」「重要資産

管理委員会」「安全品質管理委員会」「コンプライアンス委員会」「情報システム委員会」の５つの専

門委員会とそれらを統括する「ＣＳＲ・リスク管理委員会」を設置し、ＮＤＳグループ全体のリスク管

理体制を構築していきます。

　

③役員報酬の内容

当社の社内取締役に対する報酬の内容は、報酬の他、取締役決議により付与したストックオプションと

しての新株予約権27百万円と、平成20年６月27日開催の定時株主総会で退任した取締役分を含めて総額

で181百万円であります。

　なお、使用人兼務取締役の使用人分は含めておりません。

　当社の社内監査役に対する報酬の内容は、平成20年６月27日開催の定時株主総会で退任した監査役分を

含めて総額で22百万円であります。

　また、当社の社外監査役に対する報酬の内容は、平成20年６月27日開催の定時株主総会で退任した監査

役も含めて総額で９百万円であります。

　

④取締役の定款等に関する定款の定め

イ　取締役の定数

当社は、取締役の定数について、10名以内とする旨を定めております。

ロ　取締役の選任及び解任の決議要件

当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を

有する株主が出席し、その議決権の過半数の決議によって選任する旨、また、累積投票によらないもの

とする旨を定めております。

　

⑤株主総会決議事項を取締役会で決議することができる事項

イ　自己の株式の取得

当社は、自己の株式の取得について、機動的な資本政策を遂行するため、会社法第165条第２項の規定

に基づき、取締役会の決議によって市場取引等により自己の株式を取得できる旨を定款で定めており

ます。

ロ　剰余金の配当

当社は、株主総会決議に基づく剰余金の配当に加え、取締役会決議により会社法第454条第５項に定

める剰余金の配当（中間配当）ができる旨を定款で定めております。これは、中間配当制度を採用する

ことにより、株主への流動的な利益還元を行うことを目的とするものであります。

　

⑥株主総会の特別決議要件

当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することがで

きる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨を

定款で定めております。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の

円滑な運営を行うことを目的とするものであります。
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(2) 【監査報酬の内容等】

① 【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

　

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に
基づく報酬(百万円)

非監査業務に
基づく報酬(百万円)

監査証明業務に
基づく報酬(百万円)

非監査業務に
基づく報酬(百万円)

提出会社 ― ― 36 ―

連結子会社 ― ― ― ―

計 ― ― 36 ―

　

② 【その他重要な報酬の内容】

該当事項はありません。

　

③ 【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

該当事項はありません。

　

④ 【監査報酬の決定方針】

当社の監査公認会計士等に対する監査報酬の決定方針は、会社法第399条第１項及び同上第２項の規

定に基づき監査役会の同意を得たうえで、取締役会に諮り承認を受けております。

　なお、監査報酬額は、監査計画に基づき総監査時間を勘案して決定しております。
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第５ 【経理の状況】

１　連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令

第28号。以下「連結財務諸表規則」という。)に準拠して作成し、「建設業法施行規則」(昭和24年建設省

令第14号)に準じて記載しております。

　なお、前連結会計年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）は、改正前の連結財務諸表規則

に基づき、当連結会計年度（平成20年４月１日から平成21年３月31日まで）は、改正後の連結財務諸表規

則に基づいて作成しております。

　

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。

以下「財務諸表等規則」という。)第２条の規定に基づき、同規則及び「建設業法施行規則」(昭和24年建

設省令第14号)により作成しております。

　なお、前事業年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則及び建

設業法施行規則に基づき、当事業年度（平成20年４月１日から平成21年３月31日まで）は、改正後の財務

諸表等規則及び建設業法施行規則に基づいて作成しております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前連結会計年度(平成19年４月１日から平成

20年３月31日まで)及び前事業年度(平成19年４月１日から平成20年３月31日まで)並びに当連結会計年度

(平成20年４月１日から平成21年３月31日まで)及び当事業年度(平成20年４月１日から平成21年３月31日

まで)の連結財務諸表及び財務諸表について、あずさ監査法人により監査を受けております。

　　なお、当社の監査人は次のとおり交代しております。

　　第53期連結会計年度の連結財務諸表及び第53期事業年度の財務諸表　　みすず監査法人

　　第54期連結会計年度の連結財務諸表及び第54期事業年度の財務諸表　　あずさ監査法人
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１【連結財務諸表等】
(1)【連結財務諸表】
①【連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成20年３月31日)

当連結会計年度
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金預金 4,974 5,621

受取手形・完成工事未収入金等 17,123 17,876

リース債権及びリース投資資産 － 2,159

有価証券 36 ※2
 115

未成工事支出金等 5,200 －

未成工事支出金 － 3,118

仕掛品 － 108

仕掛販売用不動産 674 1,564

販売用不動産 754 187

商品 － 97

材料貯蔵品 － 763

繰延税金資産 859 812

その他 867 636

貸倒引当金 △42 △43

流動資産合計 30,449 33,017

固定資産

有形固定資産

建物・構築物（純額） 5,280 5,039

機械、運搬具及び工具器具備品（純額） 3,197 2,717

土地 8,640 8,633

貸与資産（純額） 1,976 333

建設仮勘定 11 －

有形固定資産合計 ※2, ※4
 19,106

※2, ※4
 16,725

無形固定資産 772 664

投資その他の資産

投資有価証券 ※1, ※2
 9,605

※1
 8,072

長期貸付金 274 209

繰延税金資産 1,585 1,697

その他 ※1
 1,182

※1
 1,280

貸倒引当金 △74 △102

投資その他の資産合計 12,572 11,157

固定資産合計 32,452 28,547

資産合計 62,901 61,564

EDINET提出書類

日本電話施設株式会社(E00129)

有価証券報告書

 44/114



(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成20年３月31日)

当連結会計年度
(平成21年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形・工事未払金等 5,132 4,843

短期借入金 ※2
 6,779

※2
 8,110

リース債務 － 2

未払法人税等 365 256

未成工事受入金 478 159

賞与引当金 1,478 1,550

役員賞与引当金 30 36

工事損失引当金 21 94

その他 2,552 2,093

流動負債合計 16,838 17,147

固定負債

長期借入金 ※2
 6,425

※2
 6,516

リース債務 － 9

退職給付引当金 4,609 4,258

役員退職慰労引当金 326 349

その他 1,916 1,420

固定負債合計 13,278 12,554

負債合計 30,116 29,702

純資産の部

株主資本

資本金 5,676 5,676

資本剰余金 4,425 4,425

利益剰余金 21,081 21,053

自己株式 △1,938 △2,062

株主資本合計 29,244 29,092

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 1,409 663

評価・換算差額等合計 1,409 663

新株予約権 91 126

少数株主持分 2,039 1,979

純資産合計 32,785 31,862

負債純資産合計 62,901 61,564
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②【連結損益計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成19年４月１日
　至 平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年４月１日
　至 平成21年３月31日)

売上高

完成工事高 58,384 59,559

兼業事業売上高 13,506 13,069

売上高合計 71,890 72,629

売上原価

完成工事原価 51,777 52,855

兼業事業売上原価 11,559 11,255

売上原価合計 63,336 64,110

売上総利益

完成工事総利益 6,606 6,704

兼業事業総利益 1,947 1,814

売上総利益合計 8,553 8,519

販売費及び一般管理費 ※1, ※2
 6,813

※1, ※2
 6,766

営業利益 1,739 1,752

営業外収益

受取利息 81 66

受取配当金 177 174

受取賃貸料 54 71

持分法による投資利益 42 －

その他 232 228

営業外収益合計 588 540

営業外費用

支払利息 162 163

支払手数料 － 42

持分法による投資損失 － 48

その他 40 63

営業外費用合計 202 318

経常利益 2,125 1,974

特別利益

前期損益修正益 ※3
 42

※3
 7

固定資産売却益 ※4
 2

※4
 2

投資有価証券売却益 62 6

貸倒引当金戻入額 9 13

退職給付引当金戻入額 30 1

その他 0 0

特別利益合計 147 32

特別損失

前期損益修正損 ※5
 8

※5
 10

固定資産処分損 ※6
 70

※6
 290

投資有価証券評価損 147 347

減損損失 ※7
 8 －

貸倒損失 26 －

その他 18 14

特別損失合計 280 662

税金等調整前当期純利益 1,992 1,344

法人税、住民税及び事業税 438 400

法人税等調整額 491 357

法人税等合計 929 757

少数株主利益又は少数株主損失（△） 86 △26

当期純利益 977 613
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③【連結株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成19年４月１日
　至 平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年４月１日
　至 平成21年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 5,676 5,676

当期末残高 5,676 5,676

資本剰余金

前期末残高 4,425 4,425

当期末残高 4,425 4,425

利益剰余金

前期末残高 20,723 21,081

当期変動額

剰余金の配当 △600 △601

当期純利益 977 613

持分法の適用範囲の変動 － △34

連結範囲の変動 － 4

自己株式の処分 △19 △9

当期変動額合計 357 △28

当期末残高 21,081 21,053

自己株式

前期末残高 △2,030 △1,938

当期変動額

自己株式の取得 △124 △176

自己株式の処分 216 52

当期変動額合計 92 △123

当期末残高 △1,938 △2,062

株主資本合計

前期末残高 28,795 29,244

当期変動額

剰余金の配当 △600 △601

当期純利益 977 613

持分法の適用範囲の変動 － △34

連結範囲の変動 － 4

自己株式の取得 △124 △176

自己株式の処分 197 42

当期変動額合計 449 △152

当期末残高 29,244 29,092

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 2,984 1,409

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△1,575 △746

当期変動額合計 △1,575 △746

当期末残高 1,409 663

評価・換算差額等合計

前期末残高 2,984 1,409

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△1,575 △746

当期変動額合計 △1,575 △746

当期末残高 1,409 663
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成19年４月１日
　至 平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年４月１日
　至 平成21年３月31日)

新株予約権

前期末残高 57 91

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 33 35

当期変動額合計 33 35

当期末残高 91 126

少数株主持分

前期末残高 2,398 2,039

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △359 △60

当期変動額合計 △359 △60

当期末残高 2,039 1,979

純資産合計

前期末残高 34,236 32,785

当期変動額

剰余金の配当 △600 △601

当期純利益 977 613

持分法の適用範囲の変動 － △34

連結範囲の変動 － 4

自己株式の取得 △124 △176

自己株式の処分 197 42

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △1,900 △770

当期変動額合計 △1,451 △922

当期末残高 32,785 31,862
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成19年４月１日
　至 平成20年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成20年４月１日
　至 平成21年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 1,992 1,344

減価償却費 2,028 1,859

減損損失 8 －

退職給付引当金の増減額（△は減少） △178 △351

賞与引当金の増減額（△は減少） 18 72

貸倒引当金の増減額（△は減少） △255 27

受取利息及び受取配当金 △258 △240

支払利息 162 163

為替差損益（△は益） 9 1

持分法による投資損益（△は益） △42 48

固定資産売却損益（△は益） △2 △2

固定資産処分損益（△は益） 70 290

売上債権の増減額（△は増加） △798 △1,125

たな卸資産の増減額（△は増加） 181 790

仕入債務の増減額（△は減少） 997 △289

長期未払金の増減額（△は減少） △685 △471

その他 △514 △730

小計 2,734 1,388

利息及び配当金の受取額 265 244

利息の支払額 △163 △162

法人税等の支払額 △961 △120

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,874 1,350

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △43 △346

定期預金の払戻による収入 32 230

有形固定資産の取得による支出 △2,794 △1,140

有形固定資産の売却による収入 225 22

投資有価証券の取得による支出 △137 △321

投資有価証券の売却及び償還による収入 1,244 106

貸付けによる支出 △281 △604

貸付金の回収による収入 197 549

その他 △408 △525

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,966 △2,028

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 486 2,578

長期借入れによる収入 1,360 4,347

長期借入金の返済による支出 △1,028 △4,992

ストックオプションの行使による収入 25 30

自己株式の取得による支出 △123 △175

配当金の支払額 △600 △601

少数株主への配当金の支払額 △25 △24

その他 2 12

財務活動によるキャッシュ・フロー 96 1,173

現金及び現金同等物に係る換算差額 △9 △1

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △4 494

現金及び現金同等物の期首残高 4,641 4,636

現金及び現金同等物の期末残高 ※1
 4,636

※1
 5,130
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【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項】

項目 前連結会計年度 当連結会計年度

１　連結の範囲に関する事

項

(1) 連結子会社数　　　　23社
　連結子会社名は、「第１　企業の概況　
４　関係会社の状況」に記載のとおり
である。
　従来、連結子会社であったエヌディエ
スシステック㈱は当連結会計年度に解
散し清算したため、連結の範囲から除
外している。エヌディエスシステック
㈱の業務は、当連結会計年度に設立さ
れた㈱エヌサイトに移管されており、
同社は連結子会社として当連結会計年
度より連結の範囲に含めている。　

(1) 連結子会社数　　　　22社
　連結子会社名は、「第１　企業の概況　
４　関係会社の状況」に記載のとおり
である。
　従来、連結子会社であった新和通信㈱
は、保有株式の売却に伴い当連結会計
年度より連結の範囲から除外してい
る。

　 (2) 非連結子会社の名称等
　　非連結子会社の名称
　　　三星サンワ㈱、㈱福井サンワ、㈱
    丸栄サンワ、㈲三通システム、㈱太
    田工事、㈱東豊警備　　

(2) 非連結子会社の名称等
　　非連結子会社の名称
　　　三星サンワ㈱、㈱福井サンワ、㈱
    丸栄サンワ、㈲三通システム、㈱太
    田工事、㈱東豊警備　　

　 　連結の範囲から除いた理由
　非連結子会社６社は、いずれも小規模
会社であり、合計の総資産、売上高、当
期純損益(持分に見合う額)及び利益剰
余金(持分に見合う額)等は、いずれも
連結財務諸表に重要な影響を及ぼして
いないため、連結の範囲から除いてい
る。

　連結の範囲から除いた理由
　非連結子会社６社は、いずれも小規模
会社であり、合計の総資産、売上高、当
期純損益(持分に見合う額)及び利益剰
余金(持分に見合う額)等は、いずれも
連結財務諸表に重要な影響を及ぼして
いないため、連結の範囲から除いてい
る。

２　持分法の適用に関する

事項

(1) 持分法を適用した関連会社数５社
会社の名称
　㈱東海通信資材サービス、名古屋電話
工事㈱、日本協同建設㈱、布目電話工業
㈱、三和建設㈱

(1) 持分法を適用した関連会社数５社
会社の名称
　㈱東海通信資材サービス、名古屋電話
工事㈱、日本協同建設㈱、布目電話工業
㈱、ブリッジ・モーション・トゥモ
ロー㈱
　従来、持分法を適用していた三和建設
㈱は、破産手続きを開始したことによ
り持分法適用の範囲から除外し、持分
法適用の範囲から除外していたブリッ
ジ・モーション・トゥモロー㈱は、株
式を追加取得し、重要性が増したこと
により当連結会計年度より持分法を適
用している。

　 (2) 持分法を適用しない非連結子会社及
び関連会社
　非連結子会社
　三星サンワ㈱、㈱福井サンワ、㈱丸栄
サンワ、㈲三通システム、㈱太田工事、
㈱東豊警備　
 

(2) 持分法を適用しない非連結子会社及
び関連会社
　非連結子会社
　三星サンワ㈱、㈱福井サンワ、㈱丸栄
サンワ、㈲三通システム、㈱太田工事、
㈱東豊警備　

　 　　関連会社
　エヌディエス名通エンジニアリング
㈱、㈱エヌディエスオオイワ、ブリッジ
・モーション・トゥモロー㈱

持分法を適用しない理由
　上記の持分法非適用の非連結子会社
及び関連会社は、それぞれ当期純損益
及び利益剰余金等に及ぼす影響が軽微
であり、かつ、全体としても重要性がな
いため、持分法の適用から除外してい
る。

 　関連会社
　エヌディエス名通エンジニアリング 
㈱、㈱ＲＣハウジング

　㈱ＲＣハウジングは平成21年５月８
日付で㈱エヌディエスオオイワより社
名を変更している。

持分法を適用しない理由
　上記の持分法非適用の非連結子会社
及び関連会社は、それぞれ当期純損益
及び利益剰余金等に及ぼす影響が軽微
であり、かつ、全体としても重要性がな
いため、持分法の適用から除外してい
る。

３　連結子会社の事業年度

等に関する事項

　　連結子会社の事業年度末日と連結決算
日は一致している。

　　　同左
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項目 前連結会計年度 当連結会計年度

４　会計処理基準に関する

事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方

法

　①　有価証券

　　　その他有価証券

　　　　時価のあるもの

　　　　…決算期末日の市場価格等に基づ

く時価法(評価差額は全部純資

産直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定)

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方

法

　①　有価証券

　　　その他有価証券

　　　　時価のあるもの

　　　　…同左

　 　　　　時価のないもの

　　　　…移動平均法による原価法

　　　　時価のないもの

　　　　…同左
　 　②　たな卸資産

　　未成工事支出金等
　　　未成工事支出金・仕掛品
　　　　個別法による原価法

　　
　　　商品
　　　　移動平均法による原価法
　　

　　　材料貯蔵品
主として移動平均法による原価法
 

　　
　　仕掛販売用不動産
　　　個別法による原価法
　　

　　販売用不動産
　　　個別法による原価法

　②　たな卸資産

　　未成工事支出金
　　　個別法による原価法
　　仕掛品

個別法による原価法(収益性の低下
による簿価切下げの方法により算
定)

　　商品
移動平均法による原価法(収益性の
低下による簿価切下げの方法により
算定)

　　材料貯蔵品
主として移動平均法による原価法
(収益性の低下による簿価切下げの
方法により算定)

　　仕掛販売用不動産
個別法による原価法(収益性の低下
による簿価切下げの方法により算
定)

　　販売用不動産
個別法による原価法(収益性の低下
による簿価切下げの方法により算
定)

 (会計方針の変更)
当連結会計年度から、「棚卸資産の
評価に関する会計基準」（企業会
計基準委員会　平成18年７月５日　
企業会計基準第９号）を適用し、評
価基準については原価法から原価
法（収益性の低下による簿価切下
げの方法）に変更している。
　この結果、従来の方法と比較して、
営業利益、経常利益及び税金等調整
前当期純利益がそれぞれ28百万円
減少している。
　また、セグメント情報に与える影
響は当該箇所に記載している。
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項目 前連結会計年度 当連結会計年度

　 (2) 重要な減価償却資産の減価償却の

方法

① 有形固定資産

定率法

  なお、主な耐用年数は次のとおり

である。

建物・構築物 ３年～50年

 
　ただし、貸与資産はリース期間を

耐用年数とし、リース期間満了時の

見積処分価額を残存価額とする定

額法。　

(会計方針の変更) 

　法人税法の改正（(所得税法等の

一部を改正する法律　平成19年３月

30日　法律第６号)及び(法人税法施

行令の一部を改正する政令　平成19

年３月30日　政令第83号)）に伴い、

平成19年４月１日以降に取得した

ものについては、改正後の法人税法

に基づく方法に変更している。

　当該変更に伴う損益に与える影響

は軽微である。

 

(追加情報) 

　なお、平成19年３月31日以前に取

得したものについては、償却可能限

度額まで償却が終了した翌年から

５年間で均等償却する方法によっ

ている。 

　当該変更に伴う損益に与える影響

は軽微である。　　

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の

方法

① 有形固定資産(リース資産を除く)　　

　　　　　　　

定率法　　

  なお、主な耐用年数は次のとおり

である。　　　

建物・構築物 ３～50年

 

──────────

──────────

　 ② 無形固定資産

定額法

　ただし、自社利用のソフトウェア

については、社内における利用可能

期間(５年)に基づく定額法。

──────────

② 無形固定資産(リース資産を除く)

定額法

　ただし、自社利用のソフトウェア

については、社内における利用可能

期間(５年)に基づく定額法。

③ リース資産

　所有権移転外ファイナンス・リー

ス取引に係るリース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存

価額を零とする定額法。

　 (3) 重要な引当金の計上基準

　① 貸倒引当金

  債権の貸倒による損失に備える

ため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を

検討し、回収不能見込額を計上して

いる。

(3) 重要な引当金の計上基準

　① 貸倒引当金

　　　同左
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項目 前連結会計年度 当連結会計年度

　 　②　賞与引当金

　　　従業員に対して支給する賞与の支出

に充てるため、支給見込額に基づき

計上している。

　②　賞与引当金

　　　同左

　

　③　役員賞与引当金

　役員に対して支給する賞与の支出

に充てるため、支給見込額に基づき

計上している。

　③　役員賞与引当金

　同左

　

　

　

　④　工事損失引当金

　当連結会計年度末未成工事のうち、

損失の発生が見込まれるものについ

て、将来の損失に備えるため、その損

失見込額を計上している。

　④　工事損失引当金

　同左

　 　⑤　退職給付引当金

　　　従業員の退職給付に備えるため、当

連結会計年度末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づき、

当連結会計年度末に発生していると

認められる額を計上している。

　過去勤務債務は、その発生時の従業

員の平均残存勤務期間以内の一定の

年数（10年）による定率法により費

用処理している。

　数理計算上の差異は、各連結会計年

度の発生時における従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数（12

年）による定額法によりそれぞれ発

生の翌連結会計年度から費用処理し

ている。

　⑤　退職給付引当金

　　　同左

　 　⑥　役員退職慰労引当金

　　　連結子会社において、役員の退職慰労

金の支給に充てるため、内規に基づ

く期末要支給額を計上している。

　⑥　役員退職慰労引当金

　　　同左

　 (4) 完成工事高の計上基準

　　完成工事高の計上は、工事完成基準に

よっているが、長期大型(工期１年以

上、請負金額４億円以上)の工事につ

いては、工事進行基準によっている。

なお、当連結会計年度において工事進

行基準による完成工事高はない。

(4) 完成工事高の計上基準

　　完成工事高の計上は、工事完成基準に

よっているが、長期大型(工期１年以

上、請負金額４億円以上)の工事につ

いては、工事進行基準によっている。

なお、当連結会計年度において工事進

行基準による完成工事高は80百万円

である。

　 ──────────

(5) 重要なリース取引の処理方法

　　リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引については、通常の

賃貸借取引に係る方法に準じた会計

処理によっている。

(5) ファイナンス・リース取引に係る

収益計上基準

　リース料受取時に売上高と売上原価

を計上する方法によっている。

──────────
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項目 前連結会計年度 当連結会計年度

　 (6) 重要なヘッジ会計の方法

  特例処理の要件を満たす金利ス

ワップ取引については、特例処理を採

用している。

(6) 重要なヘッジ会計の方法

　　同左

　 (7) その他連結財務諸表作成のための

重要な事項

消費税等の会計処理

　　　　税抜方式

(7) その他連結財務諸表作成のための

重要な事項

消費税等の会計処理

　　　　同左

　 　 　
５　連結子会社の資産及び

負債の評価に関する

事項

　連結子会社の資産及び負債の評価につ

いては、全面時価評価法を採用してい

る。

　同左

　 　 　
６　のれん及び負ののれん

の償却に関する事項

　のれん及び負ののれんの償却について

は、５年間の均等償却を行っている。

　同左

　 　 　
７　連結キャッシュ・フ

ロー計算書における

資金の範囲

　連結キャッシュ・フロー計算書におけ

る資金(現金及び現金同等物)は、手許現

金、随時引き出し可能な預金及び容易に

換金可能であり、かつ、価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わない取得日

から３ヶ月以内に償還期限の到来する

短期投資からなる。

　同左
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【会計方針の変更】

前連結会計年度 当連結会計年度

────────── （リース取引に関する会計基準等）

　当連結会計年度から、「リース取引に関する会計基

準」（企業会計基準第13号（平成５年６月17日（企業

会計審議会第一部会）、平成19年３月30日改正））及び

「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第16号（平成６年１月18日（日本公認

会計士協会　会計制度委員会）、平成19年３月30日改

正））を適用している。

　なお、リース取引開始日が適用初年度開始前の借手側

の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、

引き続き通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処

理を適用している。

　当該変更に伴う損益に与える影響は軽微である。

　

【表示方法の変更】

前連結会計年度 当連結会計年度

────────── （連結貸借対照表）
１　財務諸表等規則等の一部を改正する内閣府令(平成20

年８月７日内閣府令第50号)が適用となることに伴い、

前連結会計年度において、「未成工事支出金等」として

掲記されたものは、当連結会計年度から「未成工事支出

金」「仕掛品」「商品」「材料貯蔵品」に区分掲記し

ている。

　なお、前連結会計年度の「未成工事支出金等」に含ま

れる「未成工事支出金」「仕掛品」「商品」「材料貯

蔵品」は、それぞれ4,080百万円、185百万円、148百万円、

785百万円である。
────────── ２　従来、「リース資産」は貸手側の資産として開示して

いたが、当連結会計年度から、「リース取引に関する会

計基準」（企業会計基準第13号）を適用したことに伴

い、借手側の資産として開示することが要請されること

になり、同じ勘定科目を異なった目的で開示するおそれ

が生じた。これに対応するため、当連結会計年度から貸

手側の資産については「貸与資産」に変更することと

し、前連結会計年度についても「貸与資産」に変更して

いる。
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【注記事項】

(連結貸借対照表関係)

前連結会計年度 当連結会計年度

※１　非連結子会社及び関連会社に対するものは、次のと

おりである。

投資有価証券(株式) 1,112百万円

その他(出資金) 5

※１　非連結子会社及び関連会社に対するものは、次の

とおりである。

投資有価証券(株式) 1,201百万円

その他（出資金） 5

※２　担保提供資産

建物 250百万円

土地 1,848

担保対応債務

長期借入金 1,092百万円

短期借入金 2,110
 
上記の他、営業保証金の代用として投資有価証券

14百万円を供託している。

※２　担保提供資産

建物 240百万円

土地 1,841

担保対応債務

長期借入金 1,042百万円

短期借入金 1,843
 
上記の他、営業保証金の代用として有価証券15百

万円を供託している。

　３　保証債務

　　　以下の借入に対し、債務の保証を行っている。

社員の住宅資金の借入について
保証を行っている。

10百万円

　３　保証債務

　　　以下の借入に対し、債務の保証を行っている。

社員の住宅資金の借入について
保証を行っている。

5百万円

※４　減価償却累計額

15,773百万円

※４　減価償却累計額

14,781百万円
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(連結損益計算書関係)

前連結会計年度 当連結会計年度

※１　販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は、次

のとおりである。

従業員給料手当 2,586百万円

貸倒引当金繰入額 22

賞与引当金繰入額 249

退職給付費用 383

役員退職慰労引当金繰入額 71

役員賞与引当金繰入額 30

※１　販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は、

次のとおりである。

従業員給料手当 2,452百万円

貸倒引当金繰入額 37

賞与引当金繰入額 259

退職給付費用 395

役員退職慰労引当金繰入額 79

役員賞与引当金繰入額 36

※２　研究開発費の総額は46百万円（一般管理費）であ

る。

※２　研究開発費の総額は36百万円（一般管理費）であ

る。

※３　前期損益修正益は、過年度工事請負額の修正等であ

る。

※３　前期損益修正益は、過年度工事請負額の修正等で

ある。

※４　固定資産売却益の内訳は、次のとおりである。

土地 0百万円

機械・運搬具・工具器具備品 1

計 2

※４　固定資産売却益の内訳は、次のとおりである。

土地 0百万円

機械・運搬具・工具器具備品 2

計 2

※５　前期損益修正損は、過年度工事請負額の修正等であ

る。

※５　前期損益修正損は、過年度工事請負額の修正等で

ある。

※６　固定資産処分損の内訳は、次のとおりである。

土地 29百万円

建物・構築物 34

機械・運搬具・工具器具備品 7

計 70

※６　固定資産処分損の内訳は、次のとおりである。

建物・構築物 37百万円

機械・運搬具・工具器具備品 6

無形固定資産 245

計 290

※７　減損損失

当社グループは、以下の資産グループについて減損

損失を計上した。

　 用途 種類 場所

　遊休資産 土地 横浜市南区

当社グループは、管理会計上の区分を基礎にグルーピ

ングを行っている。 

　上記の資産については、遊休状態にあり、今後も使用

の目処が立っていないため、帳簿価額を回収可能価額

まで減額し８百万円の減損損失を計上している。 

　なお、当資産グループの回収可能価額は正味売却価額

により測定しており、重要性の高い資産グループにつ

いては、不動産鑑定士による鑑定評価額によることと

しているが、その他の資産グループについては路線価

による相続税評価額及び固定資産税評価額等を合理的

に調整した正味売却価額により測定している。

──────────
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(連結株主資本等変動計算書関係)

前連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

 発行済株式 　 　 　 　

　普通株式(千株) 65,962 ─ ─ 65,962

 自己株式 　 　 　 　

　普通株式(千株)（注） 6,042 320 646 5,716

（注）普通株式の自己株式数の増加320千株は、取締役会決議による自己株式取得による増加284千株、単元未満株式の

買取による増加34千株等である。 

普通株式の自己株式の減少646千株は、子会社株式取得に伴う株式交換による減少554千株、新株予約権等の行使

による減少86千株、単元未満株式の売渡しによる減少6千株である。

　

２　新株予約権等に関する事項

会社名 内訳
目的となる
株式の種類

目的となる株式の数(株） 当連結会計
年度末残高
（百万円）

前連結
会計年度末

増加 減少
当連結
会計年度末

提出会社
ストック・オプショ
ンとしての新株予約
権

─ ─ ─ ─ ─ 91

　
３　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成19年6月28日
定時株主総会

普通株式 299 5 平成19年3月31日 平成19年6月29日

平成19年11月15日
取締役会

普通株式 300 5 平成19年9月30日 平成19年12月11日

　
　(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成20年6月27日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 301 5 平成20年3月31日 平成20年6月30日

EDINET提出書類

日本電話施設株式会社(E00129)

有価証券報告書

 58/114



当連結会計年度(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

 発行済株式 　 　 　 　

　普通株式(千株) 65,962 ─ ─ 65,962

 自己株式 　 　 　 　

　普通株式(千株)（注） 5,716 606 155 6,167

（注）普通株式の自己株式数の増加606千株は、取締役会決議による自己株式取得による増加562千株、単元未満株式の

買取による増加43千株等である。 

普通株式の自己株式の減少155千株は、新株予約権等の行使による減少140千株、単元未満株式の売渡しによる減

少15千株である。

　

２　新株予約権等に関する事項

会社名 内訳
目的となる
 株式の種類

目的となる株式の数(株） 当連結会計
 年度末残高
 （百万円）

前連結
 会計年度末

増加 減少
当連結

 会計年度末

提出会社
ストック・オプショ
ンとしての新株予約
権

─ ─ ─ ─ ― 126

　
３　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
 （百万円）

１株当たり配当額
 （円）

基準日 効力発生日

平成20年6月27日
 定時株主総会

普通株式 301 5 平成20年3月31日 平成20年6月30日

平成20年11月14日
取締役会

普通株式 299 5 平成20年9月30日 平成20年12月８日

　
　(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
 （百万円）

１株当たり
 配当額(円)

基準日 効力発生日

平成21年6月26日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 299 5 平成21年3月31日 平成21年6月29日

　

EDINET提出書類

日本電話施設株式会社(E00129)

有価証券報告書

 59/114



(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

前連結会計年度 当連結会計年度

１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 4,974百万円

有価証券勘定 36

計 5,011

預入期間が３ヶ月を超える
定期預金

△374

現金及び現金同等物 4,636
　 　

１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 5,621百万円

預入期間が３ヶ月を超える
定期預金

△ 490

現金及び現金同等物 5,130

　 　

　

(リース取引関係)

前連結会計年度 当連結会計年度

リース物件の所有権が借主に移転すると認められる
もの以外のファイナンス・リース取引
（借手側）

ファイナンス・リース取引

（借手側）

所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、

リース取引開始日が、平成20年３月31日以前のリー

ス取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に

準じた会計処理によっており、その内容は次のとお

りである。

　①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当
額及び期末残高相当額

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当
額及び期末残高相当額

　
取得価額
相当額

(百万円)

減価償却
累計額
相当額
(百万円)

期末残高
相当額

(百万円)

機械・運搬具 31 19 11

　

　
取得価額
相当額

(百万円)

減価償却
累計額
相当額
(百万円)

期末残高
相当額

(百万円)

機械・運搬具 19 10 9

　
　(注)　取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有

形固定資産の期末残高等に占める割合が低い
ため、支払利子込み法により算定している。

　(注)　取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有
形固定資産の期末残高等に占める割合が低い
ため、支払利子込み法により算定している。

　②　未経過リース料期末残高相当額

１年内 4百万円

１年超 7

計 11

 ②　未経過リース料期末残高相当額

１年内 3百万円

１年超 5

計 9

　(注)　未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース
料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占
める割合が低いため、支払利子込み法により算
定している。

　(注)　未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース
料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占
める割合が低いため、支払利子込み法により算
定している。

　③　支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 5百万円

減価償却費相当額 5

 ③　支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 3百万円

減価償却費相当額 3

　④　減価償却費相当額の算出方法
　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっている。

 ④　減価償却費相当額の算出方法
　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっている。
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前連結会計年度 当連結会計年度

　（貸手側） 　（貸手側）

　①　リース物件の取得価額、減価償却累計額及び期末残
高

　 取得価額
(百万円)

減価償却
累計額
(百万円)

期末残高
(百万円)

貸与資産 4,2822,3061,976

 

(1) リース投資資産の内訳　
　　　

リース料債権部分 2,173百万円

見積残存価額部分 311

受取利息相当額 △ 405

リース投資資産 2,079

　②　未経過リース料期末残高相当額

１年内 597百万円

１年超 1,337

計 1,935

③　受取リース料、減価償却費及び受取利息相当額

受取リース料 748百万円

減価償却費 582

受取利息相当額 126
 

(2) リース債権及びリース投資資産に係るリース料

債権部分の連結会計年度末日後の回収予定額

　 リース債権 リース投資資産

１年内 13百万円 705百万円

1年超2年以内 13 573

2年超3年以内 13 453

3年超4年以内 13 281

4年超5年以内 13 117

5年超 24 42

 
　④　利息相当額の算定方法
　　　利息相当額の各期への配分方法については、利息法
によっている。

(3) リース取引開始日が「リース取引に関する会計基

準」適用開始日の所有権移転外ファイナンス・

リース取引については、当該会計基準適用初年度の

前連結会計年度末における固定資産の適正な帳簿

価額（減価償却累計額控除後）をリース投資資産

の期首の価額として計上している。

　また、当該リース投資資産に関しては、当該会計基

準適用後の残存期間における利息相当額の各期へ

の配分方法は、定額法によっている。

　このため、リース取引開始日に遡及して当該会計

基準を適用した場合に比べ、税金等調整前当期純利

益が122百万円減少している。
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(有価証券関係)

前連結会計年度(自平成19年４月１日　至平成20年３月31日)

１　その他有価証券で時価のあるもの

区分

当連結会計年度(平成20年３月31日)

取得原価
(百万円)

連結貸借対照表計上額
(百万円)

差額
(百万円)

(1) 連結貸借対照表計上額が
　　取得原価を超えるもの

　 　 　

株式 2,380 5,147 2,767

債券 486 492 6

その他 354 374 19

小計 3,221 6,014 2,793

(2) 連結貸借対照表計上額が
　　取得原価を超えないもの

　 　 　

株式 1,091 860 △231

債券 1,147 926 △221

その他 314 263 △50

小計 2,554 2,050 △503

合計 5,775 8,065 2,289

　 ２　当連結会計年度中に売却したその他有価証券

　
売却額
(百万円)

売却益の合計額
(百万円)

売却損の合計額
(百万円)

717 62 5

　

３　時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額

　

　 連結貸借対照表計上額(百万円)

その他有価証券 　

　マネーマネジメントファンド 36

　非上場株式 426

合計 463

　

４　その他有価証券のうち満期があるものの連結決算日後における償還予定額

　

　
１年以内
 (百万円)

１年超５年以内
 (百万円)

５年超10年以内
 (百万円)

10年超
 (百万円)

１　債券 　 　 　 　

　(1) 国債・地方債等 ─ 155 10 ─

　(2) 社債 ─ 440 ─ ─

　(3) その他 ─ 66 ─ 1,000

２　その他 　 　 　 　

　投資信託 ─ 50 200 415

合計 ― 711 210 1,415

EDINET提出書類

日本電話施設株式会社(E00129)

有価証券報告書

 62/114



当連結会計年度(自平成20年４月１日　至平成21年３月31日)

１　その他有価証券で時価のあるもの

　

区分

当連結会計年度(平成21年３月31日)

取得原価
(百万円)

連結貸借対照表計上額
(百万円)

差額
(百万円)

(1) 連結貸借対照表計上額が
　　取得原価を超えるもの

　 　 　

株式 1,936 3,436 1,499

債券 404 407 3

その他 150 186 36

小計 2,491 4,030 1,539

(2) 連結貸借対照表計上額が
　　取得原価を超えないもの

　 　 　

株式 1,267 1,096 △ 171

債券 1,231 1,021 △ 209

その他 466 421 △ 45

小計 2,965 2,538 △ 427

合計 5,457 6,569 1,112

　 ２　当連結会計年度中に売却したその他有価証券

　
売却額
 (百万円)

売却益の合計額
 (百万円)

売却損の合計額
 (百万円)

5 4 0

　

３　時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額

　

　 連結貸借対照表計上額(百万円)

その他有価証券 　

　非上場株式 416

合計 416

　

４　その他有価証券のうち満期があるものの連結決算日後における償還予定額

　

　
１年以内
 (百万円)

１年超５年以内
 (百万円)

５年超10年以内
 (百万円)

10年超
 (百万円)

１　債券 　 　 　 　

　(1) 国債・地方債等 15 140 10 ─

　(2) 社債 100 340 ─ ─

　(3) その他 ─ 66 ─ 1,000

２　その他 　 　 　 　

　投資信託 ─ 54 193 349

合計 115 601 203 1,349
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(デリバティブ取引関係)

　

前連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

　

１　取引の状況に関する事項

　当社及び一部の子会社が金利関連のスワップ取引を行っておりますが、借入金残高の範囲内で利用

することとしており、投機的な取引は行わない方針であります。金利スワップ取引は、借入金に係る資

金調達コストの低減を図る目的で利用しておりますが、市場金利変動によるリスクを有しておりま

す。

　デリバティブ取引の契約先は、いずれも信用度の高い金融機関であるため、相手方の契約不履行によ

るリスクはほとんどないものと認識しております。

　なお、デリバティブ取引の実行及び管理は各社の経理担当部署で行っておりますが、利用目的が限定

され取引頻度が高くないため、取引に関する管理規定は特に設けておりません。

　

２　取引の時価等に関する事項

ヘッジ会計を適用しているため、注記の対象から除いております。

　

当連結会計年度(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日)

　

１　取引の状況に関する事項

  当社及び一部の子会社が金利関連のスワップ取引を行っておりますが、借入金残高の範囲内で利用

することとしており、投機的な取引は行わない方針であります。金利スワップ取引は、借入金に係る資

金調達コストの低減を図る目的で利用しておりますが、市場金利変動によるリスクを有しておりま

す。

  デリバティブ取引の契約先は、いずれも信用度の高い金融機関であるため、相手方の契約不履行に

よるリスクはほとんどないものと認識しております。

　なお、デリバティブ取引の実行及び管理は各社の経理担当部署で行っておりますが、利用目的が限定

され取引頻度が高くないため、取引に関する管理規定は特に設けておりません。

　

２　取引の時価等に関する事項

ヘッジ会計を適用しているため、注記の対象から除いております。
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(退職給付関係)

前連結会計年度(自平成19年４月１日　至平成20年３月31日)

１　採用している退職給付制度の概要

当社は、退職一時金制度、前払退職金制度、確定給付年金制度及び確定拠出年金制度を併用している。ま

た、従業員の退職等に際して、退職給付会計に準拠した数理計算による退職給付債務の対象とされていな

い割増退職金を支払う場合がある。

当期末現在、連結子会社３社は当社と同じ制度を採用しているが、他の連結子会社は退職一時金制度を

７社、適格退職年金制度を６社、確定拠出年金制度を２社が採用している他、一部の連結子会社は中小企

業退職金共済制度を採用している。

　
２　退職給付債務に関する事項(平成20年３月31日)
　

イ　退職給付債務 △10,590百万円

ロ　年金資産 4,143

ハ　未積立退職給付債務(イ＋ロ) △6,446

ニ　未認識数理計算上の差異 2,088

ホ　未認識過去勤務債務 △251

ヘ　連結貸借対照表計上純額(ハ＋ニ＋ホ) △4,609

ト　前払年金費用 ─

チ　退職給付引当金(ヘ－ト) △4,609
(注) 一部の子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用している。

　
３　退職給付費用に関する事項(自平成19年４月１日　至平成20年３月31日)
　

イ　勤務費用 (注) 441百万円

ロ　利息費用 221

ハ　期待運用収益 △108

ニ　数理計算上の差異の費用処理額 284

ホ　過去勤務債務の費用処理額 △65

ヘ　確定拠出年金に係る拠出額等 550

ト　退職給付費用(イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ＋ヘ) 1,324
(注)　簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は「イ　勤務費用」に計上している。

　
４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項
　

イ　退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

ロ　割引率 2.5％

ハ　期待運用収益率 2.5％

ニ　数理計算上の差異の処理年数 12年(発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定
年数による定額法により、それぞれ発生の翌連結会計
年度から費用処理している。)

ホ　過去勤務債務の処理年数 10年(発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定
年数による定率法により費用処理している。)
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当連結会計年度(自平成20年４月１日　至平成21年３月31日)

　

１　採用している退職給付制度の概要

当社は、退職一時金制度、前払退職金制度、確定給付年金制度及び確定拠出年金制度を併用している。ま

た、従業員の退職等に際して、退職給付会計に準拠した数理計算による退職給付債務の対象とされていな

い割増退職金を支払う場合がある。

当期末現在、連結子会社３社は当社と同じ制度を採用しているが、他の連結子会社は退職一時金制度を

５社、企業年金制度を２社、確定拠出年金制度を３社が採用している他、一部の連結子会社は中小企業退

職金共済制度を採用している。

　
２　退職給付債務に関する事項(平成21年３月31日)
　

イ　退職給付債務 △9,780百万円

ロ　年金資産 3,209

ハ　未積立退職給付債務(イ＋ロ) △6,570

ニ　未認識数理計算上の差異 2,512

ホ　未認識過去勤務債務 △199

ヘ　連結貸借対照表計上純額(ハ＋ニ＋ホ) △4,258

ト　前払年金費用 ─

チ　退職給付引当金(ヘ－ト) △4,258
(注) 一部の子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用している。

　
３　退職給付費用に関する事項(自平成20年４月１日　至平成21年３月31日)
　

イ　勤務費用 (注） 381百万円

ロ　利息費用 215

ハ　期待運用収益 △94

ニ　数理計算上の差異の費用処理額 332

ホ　過去勤務債務の費用処理額 △51

ヘ　確定拠出年金に係る拠出額等 570

ト　退職給付費用(イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ＋ヘ) 1,353
(注)　簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は「イ　勤務費用」に計上している。

　
４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項
　

イ　退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

ロ　割引率 2.0％

ハ　期待運用収益率 2.0％

ニ　数理計算上の差異の処理年数 12年(発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定
年数による定額法により、それぞれ発生の翌連結会計
年度から費用処理している。)

ホ　過去勤務債務の処理年数 10年(発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定
年数による定率法により費用処理している。)

　

前へ　　　次へ
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(ストック・オプション等関係)

前連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

１．当該連結会計年度における費用計上額及び科目名

　　　販売費及び一般管理費の株式報酬費用　　48百万円

２．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1) ストック・オプションの内容

会社名 提出会社

決議年月日 平成14年６月27日

付与対象者の区分及び人数（名） 当社取締役 　      12

　 当社監査役       　 4

　 当社使用人        175

　 連結子会社取締役　122

株式の種類及び付与数（株） 普通株式 　 1,417,000

付与日 平成14年10月17日

権利確定条件 ─

対象勤務期間 ─

権利行使期間 自　平成16年７月１日

　 至　平成20年６月30日

　

会社名 提出会社

決議年月日 平成18年６月29日

付与対象者の区分及び人数（名） 当社取締役　    8

　 当社執行役員　  8

株式の種類及び付与数（株） 普通株式　174,000

付与日 平成18年８月25日

権利確定条件 （注）

対象勤務期間 ─

権利行使期間 自　平成18年８月26日

　 至　平成38年８月25日（注）

（注）１　新株予約権者は、上記新株予約権の行使期間内において、当社の取締役および執行役員のいず

れの地位をも喪失した時に限り、新株予約権を行使できるものとする。ただし、この場合、新

株予約権者は、地位を喪失した日の翌日（以下、「権利行使開始日」という。）から５年を

経過する日までの間に限り、新株予約権を行使することができる。

２　上記１に関わらず、新株予約権者は、以下の（1）または（2）に定める場合（ただし、（2）に

ついては、新株予約権者に再編対象会社の新株予約権が交付される場合を除く。）には、そ

れぞれに定める期間内に限り新株予約権を行使できるものとする。 

(1)　新株予約権者が平成37年８月25日に至るまでに権利行使開始日を迎えなかった場合、平成

37年８月26日から平成38年８月25日まで。 

(2)　当社が消滅会社となる合併で契約承認の議案、または当社が完全子会社となる株式交換契

約若しくは株式移転計画承認の議案につき当社株主総会で承認された場合（株主総会決

議が不要な場合は、当社の取締役会決議または代表取締役の決定がなされた場合）、当該

承認日の翌日から15日間。 

３　新株予約権者が新株予約権を放棄した場合には、かかる新株予約権を行使することができな

いものとする。 
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会社名 提出会社

決議年月日 平成19年８月27日

付与対象者の区分及び人数（名） 当社取締役　    8

　 当社執行役員　  9

株式の種類及び付与数（株） 普通株式　166,000

付与日 平成19年９月12日

権利確定条件 （注）

対象勤務期間 ─

権利行使期間 自　平成19年９月13日

　 至　平成39年９月12日（注）

（注）１　新株予約権者は、上記新株予約権の行使期間内において、当社の取締役および執行役員のいず

れの地位をも喪失した時に限り、新株予約権を行使できるものとする。ただし、この場合、新

株予約権者は、地位を喪失した日の翌日（以下、「権利行使開始日」という。）から５年を

経過する日までの間に限り、新株予約権を行使することができる。

２　上記１に関わらず、新株予約権者は、以下の（1）または（2）に定める場合（ただし、（2）に

ついては、新株予約権者に再編対象会社の新株予約権が交付される場合を除く。）には、そ

れぞれに定める期間内に限り新株予約権を行使できるものとする。 

(1)　新株予約権者が平成38年９月12日に至るまでに権利行使開始日を迎えなかった場合、平成

38年９月13日から平成39年９月12日まで。 

(2)　当社が消滅会社となる合併で契約承認の議案、または当社が完全子会社となる株式交換契

約若しくは株式移転計画承認の議案につき当社株主総会で承認された場合（株主総会決

議が不要な場合は、当社の取締役会決議または代表取締役の決定がなされた場合）、当該

承認日の翌日から15日間。 

３　新株予約権者が新株予約権を放棄した場合には、かかる新株予約権を行使することができな

いものとする。 
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(2) ストック・オプションの規模及びその変動状況

① ストック・オプションの数

会社名 提出会社 提出会社 提出会社

決議年月日 平成14年６月27日 平成18年６月29日 平成19年８月27日

権利確定前 　 　 　

　期首（株） ─ 164,000 ─

　付与（株） ─ ─ 166,000

　失効（株） ─ ─ ─

　権利確定（株） ─ 46,000 ─

　未確定残（株） ─ 118,000 166,000

権利確定後 　 　 　

　期首（株） 367,000 10,000 ─

　権利確定（株） ─ 46,000 ─

　権利行使（株） 42,000 44,000 ─

　失効（株） ─ ─ ─

　未行使残（株） 325,000 12,000 ─

　

② 単価情報

会社名 提出会社 提出会社 提出会社

決議年月日 平成14年６月27日 平成18年６月29日 平成19年８月27日

権利行使価格（円） 265 1 1

行使時平均株価（円） 332 407 ─

付与日における
公正な評価単価（円）

─ 331 290

　

３．当連結会計年度に付与されたストック・オプションの公正な評価単価の見積方法

(1) 使用した算定技法

ブラック・ショールズ法

(2) 使用した基礎数値及びその見積方法

① 株価変動性　　　　35.032％

平成９年９月13日～平成19年９月12日の株価実績に基づき算定

② 予想残存期間　　　10年

合理的な見積が困難であるため、権利行使期間の中間点と推定している。

③ 予想配当　　　　　10円

平成19年３月期の配当実績による。

④ 無リスク利子率　　1.485％

予想残存期間に対応した期間の国債の利回り。

　

４．ストック・オプションの権利確定数の見積方法

将来の失効数の合理的な見積もりは困難である為、実績の失効数のみ反映させる方法を採用し

ております。
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当連結会計年度(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日)

１．当該連結会計年度における費用計上額及び科目名

　　　販売費及び一般管理費の株式報酬費用　　43百万円

２．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1) ストック・オプションの内容

会社名 提出会社

決議年月日 平成14年６月27日

付与対象者の区分及び人数（名） 当社取締役 　      12

　 当社監査役       　 4

　 当社使用人        175

　 連結子会社取締役　122

株式の種類及び付与数（株） 普通株式 　 1,417,000

付与日 平成14年10月17日

権利確定条件 ─

対象勤務期間 ─

権利行使期間 自　平成16年７月１日

　 至　平成20年６月30日

　

会社名 提出会社

決議年月日 平成18年６月29日

付与対象者の区分及び人数（名） 当社取締役　    8

　 当社執行役員　  8

株式の種類及び付与数（株） 普通株式　174,000

付与日 平成18年８月25日

権利確定条件 （注）

対象勤務期間 ─

権利行使期間 自　平成18年８月26日

　 至　平成38年８月25日（注）

（注）１　新株予約権者は、上記新株予約権の行使期間内において、当社の取締役および執行役員のいず

れの地位をも喪失した時に限り、新株予約権を行使できるものとする。ただし、この場合、新

株予約権者は、地位を喪失した日の翌日（以下、「権利行使開始日」という。）から５年を

経過する日までの間に限り、新株予約権を行使することができる。

２　上記１に関わらず、新株予約権者は、以下の（1）または（2）に定める場合（ただし、（2）に

ついては、新株予約権者に再編対象会社の新株予約権が交付される場合を除く。）には、そ

れぞれに定める期間内に限り新株予約権を行使できるものとする。 

(1)　新株予約権者が平成37年８月25日に至るまでに権利行使開始日を迎えなかった場合、平成

37年８月26日から平成38年８月25日まで。 

(2)　当社が消滅会社となる合併で契約承認の議案、または当社が完全子会社となる株式交換契

約若しくは株式移転計画承認の議案につき当社株主総会で承認された場合（株主総会決

議が不要な場合は、当社の取締役会決議または代表取締役の決定がなされた場合）、当該

承認日の翌日から15日間。 

３　新株予約権者が新株予約権を放棄した場合には、かかる新株予約権を行使することができな

いものとする。 
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会社名 提出会社

決議年月日 平成19年８月27日

付与対象者の区分及び人数（名） 当社取締役　    8

　 当社執行役員　  9

株式の種類及び付与数（株） 普通株式　166,000

付与日 平成19年９月12日

権利確定条件 （注）

対象勤務期間 ─

権利行使期間 自　平成19年９月13日

　 至　平成39年９月12日（注）

（注）１　新株予約権者は、上記新株予約権の行使期間内において、当社の取締役および執行役員のいず

れの地位をも喪失した時に限り、新株予約権を行使できるものとする。ただし、この場合、新

株予約権者は、地位を喪失した日の翌日（以下、「権利行使開始日」という。）から５年を

経過する日までの間に限り、新株予約権を行使することができる。

２　上記１に関わらず、新株予約権者は、以下の（1）または（2）に定める場合（ただし、（2）に

ついては、新株予約権者に再編対象会社の新株予約権が交付される場合を除く。）には、そ

れぞれに定める期間内に限り新株予約権を行使できるものとする。 

(1)　新株予約権者が平成38年９月12日に至るまでに権利行使開始日を迎えなかった場合、平成

38年９月13日から平成39年９月12日まで。 

(2)　当社が消滅会社となる合併で契約承認の議案、または当社が完全子会社となる株式交換契

約若しくは株式移転計画承認の議案につき当社株主総会で承認された場合（株主総会決

議が不要な場合は、当社の取締役会決議または代表取締役の決定がなされた場合）、当該

承認日の翌日から15日間。 

３　新株予約権者が新株予約権を放棄した場合には、かかる新株予約権を行使することができな

いものとする。 

　

EDINET提出書類

日本電話施設株式会社(E00129)

有価証券報告書

 71/114



会社名 提出会社

決議年月日 平成20年８月26日

付与対象者の区分及び人数（名） 当社取締役　    9

　 当社執行役員　  9

株式の種類及び付与数（株） 普通株式　240,000

付与日 平成20年９月11日

権利確定条件 （注）

対象勤務期間 ─

権利行使期間 自　平成20年９月12日

　 至　平成40年９月11日（注）

（注）１　新株予約権者は、上記新株予約権の行使期間内において、当社の取締役および執行役員のいず

れの地位をも喪失した時に限り、新株予約権を行使できるものとする。ただし、この場合、新

株予約権者は、地位を喪失した日の翌日（以下、「権利行使開始日」という。）から５年を

経過する日までの間に限り、新株予約権を行使することができる。

２　上記１に関わらず、新株予約権者は、以下の（1）または（2）に定める場合（ただし、（2）に

ついては、新株予約権者に再編対象会社の新株予約権が交付される場合を除く。）には、そ

れぞれに定める期間内に限り新株予約権を行使できるものとする。 

(1)　新株予約権者が平成39年９月11日に至るまでに権利行使開始日を迎えなかった場合、平成

39年９月12日から平成40年９月11日まで。 

(2)　当社が消滅会社となる合併で契約承認の議案、または当社が完全子会社となる株式交換契

約若しくは株式移転計画承認の議案につき当社株主総会で承認された場合（株主総会決

議が不要な場合は、当社の取締役会決議または代表取締役の決定がなされた場合）、当該

承認日の翌日から15日間。 

３　新株予約権者が新株予約権を放棄した場合には、かかる新株予約権を行使することができな

いものとする。 
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(2) ストック・オプションの規模及びその変動状況

① ストック・オプションの数

会社名 提出会社 提出会社 提出会社 提出会社

決議年月日 平成14年６月27日平成18年６月29日 平成19年８月27日 平成20年８月26日

権利確定前 　 　 　 　

　期首（株） ─ 118,000 166,000 ─

　付与（株） ─ ─ ─ 240,000

　失効（株） ─ ─ ─ ─

　権利確定（株） ─ 10,000 16,000 ─

　未確定残（株） ─ 108,000 150,000 240,000

権利確定後 　 　 　 　

　期首（株） 325,000 12,000 ─ ─

　権利確定（株） ─ 10,000 16,000 ─

　権利行使（株） 114,000 10,000 16,000 ─

　失効（株） 211,000 ─ ─ ─

　未行使残（株） ─ 12,000 ─ ─

　

② 単価情報

会社名 提出会社 提出会社 提出会社 提出会社

決議年月日 平成14年６月27日平成18年６月29日 平成19年８月27日 平成20年８月26日

権利行使価格（円） 265 1 1 1

行使時平均株価（円） 294 280 275 ─

付与日における
公正な評価単価（円）

─ 331 290 181

　

３．当連結会計年度に付与されたストック・オプションの公正な評価単価の見積方法

(1) 使用した算定技法

ブラック・ショールズ法

(2) 使用した基礎数値及びその見積方法

① 株価変動性　　　　34.188％

平成10年９月12日～平成20年９月11日の株価実績に基づき算定

② 予想残存期間　　　10年

合理的な見積が困難であるため、権利行使期間の中間点と推定している。

③ 予想配当　　　　　10円

平成20年３月期の配当実績による。

④ 無リスク利子率　　1.469％

予想残存期間に対応した期間の国債の利回り。

　

４．ストック・オプションの権利確定数の見積方法

将来の失効数の合理的な見積もりは困難である為、実績の失効数のみ反映させる方法を採用し

ております。

　

前へ　　　次へ
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(税効果会計関係)

前連結会計年度 当連結会計年度

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

(繰延税金資産) 百万円

貸倒引当金 79

賞与引当金 599

退職給付引当金 1,865

減価償却費 167

役員退職慰労金 207

長期未払金 491

販売用不動産評価損 35

投資有価証券評価損 357

繰越欠損金 446

その他 503

　繰延税金資産小計 4,756

評価性引当額 △ 1,132

　繰延税金資産合計 3,623

(繰延税金負債) 　

固定資産圧縮積立金 △ 306

その他有価証券評価差額金 △ 871

　繰延税金負債合計 △ 1,178

　　繰延税金資産の純額 2,444
 

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

(繰延税金資産) 百万円

貸倒引当金 63

賞与引当金 628

退職給付引当金 1,724

減価償却費 193

役員退職慰労金 208

長期未払金 308

販売用不動産評価損 30

投資有価証券評価損 227

繰越欠損金 267

その他 688

　繰延税金資産小計 4,340

評価性引当額 △ 1,103

　繰延税金資産合計 3,237

(繰延税金負債) 　

固定資産圧縮積立金 △ 295

その他有価証券評価差額金 △ 432

　繰延税金負債合計 △ 728

　　繰延税金資産の純額 2,509
 

　　連結貸借対照表計上額は以下のとおりである。

流動資産―繰延税金資産 859百万円

固定資産―繰延税金資産 1,585
 

　　連結貸借対照表計上額は以下のとおりである。

流動資産―繰延税金資産 812百万円

固定資産―繰延税金資産 1,697
 

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主要な項目別の内訳
 
法定実効税率 40.6％

（調整） 　

　交際費等永久に損金に算入されない項目 7.1

　受取配当金等永久に益金に算入されない

項目

△ 1.9

　住民税均等割等 2.2

　評価性引当額 △ 0.7

　その他 △ 0.7

 税効果会計適用後の法人税等の負担率 46.6

 

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主要な項目別の内訳
 
法定実効税率 40.6％

（調整） 　

　交際費等永久に損金に算入されない項目 8.1

　受取配当金等永久に益金に算入されない

項目

△ 2.4

　住民税均等割等 3.1

　評価性引当額 △ 2.2

　税務調査による修正 8.4

　その他 0.8

 税効果会計適用後の法人税等の負担率 56.4
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（セグメント情報）

　

【事業の種類別セグメント情報】

前連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

　
通信建設
事業
(百万円)

情報
サービス
事業
(百万円)

住宅不動産
事業
(百万円)

リース他
事業
(百万円)

計
(百万円)

消去
又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

Ⅰ　売上高及び営業損益 　 　 　 　 　 　 　

(1) 外部顧客に対する
売上高

58,3844,643 2,310 6,55271,890 ─ 71,890

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

48 0 1 2,602 2,652△2,652 ─

計 58,4324,643 2,311 9,15474,542△2,65271,890

営業費用 57,2524,386 2,236 8,97472,850△2,69970,150

営業利益 1,180 256 74 180 1,692 46 1,739

Ⅱ　資産、減価償却費、減損
損失及び資本的支出

　 　 　 　 　 　 　

資産 33,6851,816 4,858 9,07949,44013,46062,901

減価償却費 695 12 73 1,071 1,852 176 2,028

減損損失 ─ ─ ─ ─ ─ 8 8

資本的支出 1,298 57 2 1,250 2,609 639 3,249

(注) １　事業区分の方法

事業区分の方法は、連結損益計算書の売上集計区分を勘案している。

２　各事業区分に属する主要な内容

(1) 通信建設事業…………電気通信設備工事、電気設備工事、一般土木工事、その他建設工事全般に関する事業

(2) 情報サービス事業……情報システムの開発、運用、保守及びネットワークのコンサルティングに関する事業

(3) 住宅不動産事業………マンション・戸建分譲販売、ビル管理、不動産賃貸および不動産取引に関する事業

(4) リース他事業…………リース・レンタルに関する事業、半導体製造装置等の設置・保守サービス及び通信

機器・ＯＡ機器の製造・販売・修理他

３　資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産（13,460百万円）の主なものは、提出会社での余裕運用資

金(現金預金及び有価証券)、長期投資資金(投資有価証券)及び管理部門に係る資産等である。
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当連結会計年度(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日)

　

　
通信建設
事業
(百万円)

情報
サービス
事業
(百万円)

住宅不動産
事業
(百万円)

リース他
事業
(百万円)

計
(百万円)

消去
又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

Ⅰ　売上高及び営業損益 　 　 　 　 　 　 　

(1) 外部顧客に対する
売上高

59,5594,469 1,701 6,89872,629 ─ 72,629

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

14 0 0 1,810 1,826△ 1,826 ─

計 59,5744,469 1,702 8,70974,455△ 1,82672,629

営業費用 58,2524,267 1,678 8,56372,761△ 1,88470,877

営業利益 1,322 202 24 145 1,694 58 1,752

Ⅱ　資産、減価償却費及び資
本的支出

　 　 　 　 　 　 　

資産 33,3271,539 4,695 8,66648,22913,33461,564

減価償却費 724 21 69 885 1,701 157 1,859

資本的支出 871 40 13 254 1,180 187 1,367

(注) １　事業区分の方法

事業区分の方法は、連結損益計算書の売上集計区分を勘案している。

２　各事業区分に属する主要な内容

(1) 通信建設事業…………電気通信設備工事、電気設備工事、一般土木工事、その他建設工事全般に関する事業

(2) 情報サービス事業……情報システムの開発、運用、保守及びネットワークのコンサルティングに関する事業

(3) 住宅不動産事業………マンション・戸建分譲販売、ビル管理、不動産賃貸および不動産取引に関する事業

(4) リース他事業…………リース・レンタルに関する事業、半導体製造装置等の設置・保守サービス及び通信

機器・ＯＡ機器の製造・販売・修理他

３　資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産（16,034百万円）の主なものは、提出会社での余裕運用資

金(現金預金及び有価証券)、長期投資資金(投資有価証券)及び管理部門に係る資産等である。

４　会計処理の変更

（棚卸資産の評価に関する会計基準の適用）  

　「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」の「４ 会計処理基準に関する事項」に記載のとお

り、当連結会計年度から、「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号　平成18年７月５日　公

表分）を適用している。

　この結果、従来の方法によった場合に比べて、当連結会計年度の営業費用は、通信建設事業が12百万円、住宅

不動産事業が0百万円、リース他事業が14百万円増加し、営業利益は同額減少している。
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【所在地別セグメント情報】

前連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

在外連結子会社及び在外支店がないため、記載しておりません。

　

当連結会計年度(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日)

在外連結子会社及び在外支店がないため、記載しておりません。

　

【海外売上高】

前連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

海外売上高が、連結売上高の10％未満で重要性がないため、記載を省略しております。

　

当連結会計年度(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日)

海外売上高が、連結売上高の10％未満で重要性がないため、記載を省略しております。
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(企業結合等関係)

　

前連結会計年度 当連結会計年度

（共通支配下の取引等） 　

　株式交換による㈱エヌディエスリースの完全子会社
化

──────────
 

１　結合当事企業の名称及び事業の内容、企業結合の法的
形式、結合後企業の名称並びに取引の目的を含む取引
の概要

　

(1)結合当事企業の名称及び事業の内容 
名称：㈱エヌディエスリース 
事業の内容：リース・レンタル事業 

　

(2)企業結合の法的形式 
株式交換 

　

(3)結合後企業の名称 
変更はない。 　

　 　
(4)取引の目的を含む取引の概要 
　当社グループの連結経営を強化しつつ、事業変革
に対する柔軟性を図ることを目的として、平成20年
２月15日に当社を完全親会社、㈱エヌディエスリー
スを完全子会社とする株式交換を実施した。 

　

２　実施した会計処理の概要
　「企業結合に係る会計基準　三　４　共通支配下の取
引等の会計処理　(2)少数株主との取引」に規定する
会計処理を実施している。

　

３　子会社株式の追加取得に関する事項 　

(1)取得原価及びその内訳 　

日本電話施設㈱株式 169百万円

取得原価 169
 

(2)株式の種類別の交換比率及びその算定方法並びに

交付株式数及びその評価額

　
　

①株式の種類及び交換比率 　

株式の種類：普通株式

会社名 株式交換比率

日本電話施設㈱ 1

㈱エヌディエスリース 11.08

 
②交換比率の算定方法

　
　
　

当社は三菱ＵＦＪ証券㈱に株式交換比率の算定

を依頼し、その算定結果を参考として当事会社間に

おいて株式交換比率を決定した。三菱ＵＦＪ証券㈱

は、当社については市場株価平均法により株式価値

の分析を、㈱エヌディエスリースについてはＤＤＭ

法（配当割引モデル）により株式価値の分析を行

い、その分析結果を総合的に勘案して株式交換比率

を算定した。

　

③交付株式数及びその評価額 　

交付株式数　　　　　554,000株
　評価額　　　　　　　169百万円
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前連結会計年度 当連結会計年度

(3)発生した負ののれんの金額、発生原因、償却の方法

及び償却期間

──────────
 

①負ののれんの金額 　

69百万円 　

②発生原因 　

企業結合時の時価純資産が取得原価を上回った

ため、その差額を負ののれんとして認識するもの

である。

　

③償却の方法及び償却期間 　

５年間で均等償却 　

４　企業結合契約に規定される条件付取得対価の内容及

び当該連結会計年度以降の会計処理方針

　

　該当事項なし。 　

５　取得原価のうち研究開発費等に配分され費用処理さ

れた金額及びその科目名

　

　該当事項なし。 　

　

【関連当事者情報】

前連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

該当事項はありません。

　

当連結会計年度(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日)

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

　
前連結会計年度

（自　平成19年４月１日
　　至　平成20年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成20年４月１日
　　至　平成21年３月31日）

１株当たり純資産額 508.81円 497.63円

１株当たり当期純利益 16.31円 10.24円

潜在株式調整後
 １株当たり当期純利益

16.22円 10.17円

　

（注）算定上の基礎

１.　１株当たり純資産額

　
前連結会計年度

 (平成20年３月31日)
当連結会計年度

 (平成21年３月31日)

連結貸借対照表の純資産の部の合計額（百万円） 32,785 31,862

普通株式に係る純資産額（百万円） 30,654 29,756

差額の主な内訳（百万円） 　 　

  新株予約権 91 126

  少数株主持分 2,039 1,979

普通株式の発行済株式数（千株） 65,962 65,962

普通株式の自己株式数（千株） 5,716 6,167

１株当たり純資産額の算定に用いられた 　 　

普通株式の数（千株） 60,246 59,795

　

２.　１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益

　 前連結会計年度 当連結会計年度

　 (自　平成19年４月１日 (自　平成20年４月１日

　 　至　平成20年３月31日) 　至　平成21年３月31日)

１株当たり当期純利益 　 　

　当期純利益（百万円） 977 613

　普通株主に帰属しない金額（百万円） ─ ─

　普通株式に係る当期純利益（百万円） 977 613

  普通株式の期中平均株式数（千株） 59,901 59,866

　 　 　

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 　 　

　当期純利益調整額（百万円） ─ ─

　普通株式増加数（千株） 310 401

    （うち新株予約権）（千株） 310 401

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当た
り当期純利益の算定に含めなかった潜在株式の概要

該当事項なし 該当事項なし

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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⑤ 【連結附属明細表】

　

【借入金等明細表】

　

区分
前期末残高
(百万円)

当期末残高
(百万円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 2,980 5,094 1.27 ─

１年以内に返済予定の長期借入金 3,798 3,015 1.21 ─

１年以内に返済予定のリース債務 ─ 2 ─ ─

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く)

6,425 6,516 1.12平成22年～平成30年

リース債務(１年以内に返済予定
のものを除く)

─ 9 ─ 平成22年～平成26年

その他有利子負債 ─ ─ ─ ─

合計 13,204 14,636 ─ ─

(注) １　平均利率は期末残高の加重平均利率で算出している。

２　リース債務の平均利率については、リース料総額に含まれる利息相当額を控除する前の金額でリース債務を連

結貸借対照表に計上しているため、記載していない。

３　長期借入金及びリース債務(１年以内に返済予定のものを除く。)の連結決算日後５年内における返済予定額は

以下のとおりである。

　

　

区分
１年超２年以内
(百万円)

２年超３年以内
(百万円)

３年超４年以内
(百万円)

４年超５年以内
(百万円)

長期借入金 1,803 1,545 88 3,044

リース債務 2 2 2 0

　

(2) 【その他】

　

当連結会計年度における各四半期連結会計期間に係る売上高等

　

　
第１四半期

(自 平成20年４月１日

  至 平成20年６月30日)

 第２四半期

(自 平成20年７月１日

 至 平成20年９月30日)

 第３四半期

(自 平成20年10月１日

 至 平成20年12月31日)

 第４四半期

(自 平成21年１月１日

 至 平成21年３月31日)

売上高　　　　　(百万円) 15,711 15,154 16,307 25,455

税金等調整前
四半期純利益    (百万円)

268 64 60 950

四半期純利益又は
四半期純損失(△)(百万円)

124 △ 25 △ 297 810

1株当たり四半期純利益
又は四半期純損失(△)(円)

2.07 △ 0.42 △ 4.96 13.54
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２【財務諸表等】
(1)【財務諸表】
①【貸借対照表】

(単位：百万円)

前事業年度
(平成20年３月31日)

当事業年度
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金預金 2,475 3,117

受取手形 114 68

完成工事未収入金 13,314 14,588

売掛金 728 493

有価証券 － ※2
 15

未成工事支出金 2,922 2,659

仕掛品 10 64

仕掛販売用不動産 674 1,564

販売用不動産 754 187

商品 56 61

材料貯蔵品 109 69

繰延税金資産 491 484

未収入金 646 226

その他 200 302

貸倒引当金 △31 △31

流動資産合計 22,467 23,873

固定資産

有形固定資産

建物（純額） 4,126 4,163

構築物（純額） 142 168

機械及び装置（純額） 15 13

車両運搬具（純額） 0 0

工具器具・備品（純額） 181 161

土地 5,638 5,638

建設仮勘定 11 －

有形固定資産計 ※3
 10,116

※3
 10,146

無形固定資産

ソフトウエア 603 506

電話加入権 47 47

その他 8 8

無形固定資産計 659 562

投資その他の資産

投資有価証券 ※2
 7,857 6,378

関係会社株式 2,416 2,599

長期貸付金 21 37

従業員に対する長期貸付金 4 1

関係会社長期貸付金 1,015 897

破産更生債権等 － 10

長期前払費用 47 72

繰延税金資産 1,149 1,321

その他 694 699

貸倒引当金 △19 △30

投資その他の資産計 13,187 11,987

固定資産合計 23,964 22,696

資産合計 46,432 46,570
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(単位：百万円)

前事業年度
(平成20年３月31日)

当事業年度
(平成21年３月31日)

負債の部

流動負債

工事未払金 ※1
 5,088

※1
 5,148

買掛金 ※1
 327

※1
 176

短期借入金 400 2,600

1年内返済予定の長期借入金 3,000 2,226

リース債務 － 2

未払金 443 219

未払費用 391 354

未払法人税等 36 65

未払消費税等 245 326

未成工事受入金 51 26

未成業務受入金 44 2

預り金 135 108

前受収益 22 19

賞与引当金 656 705

役員賞与引当金 30 36

工事損失引当金 21 94

その他 8 7

流動負債合計 10,901 12,119

固定負債

長期借入金 5,000 5,493

リース債務 － 6

退職給付引当金 3,819 3,513

長期未払金 1,267 839

その他 384 379

固定負債合計 10,471 10,232

負債合計 21,373 22,351

純資産の部

株主資本

資本金 5,676 5,676

資本剰余金

資本準備金 4,425 4,425

資本剰余金合計 4,425 4,425

利益剰余金

利益準備金 1,419 1,419

その他利益剰余金

建物圧縮積立金 322 306

土地圧縮積立金 106 106

別途積立金 12,428 12,428

繰越利益剰余金 1,147 1,118

利益剰余金合計 15,423 15,378

自己株式 △1,900 △2,023

株主資本合計 23,625 23,456

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 1,341 635

評価・換算差額等合計 1,341 635

新株予約権 91 126

純資産合計 25,058 24,218

負債純資産合計 46,432 46,570
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②【損益計算書】
(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成19年４月１日
　至 平成20年３月31日)

当事業年度
(自 平成20年４月１日
　至 平成21年３月31日)

売上高

完成工事高 50,665 52,081

兼業事業売上高 4,101 3,632

売上高合計 54,767 55,714

売上原価

完成工事原価 ※2
 45,689

※2
 46,860

兼業事業売上原価 3,346 2,913

売上原価合計 49,036 49,773

売上総利益

完成工事総利益 4,976 5,220

兼業事業総利益 754 719

売上総利益合計 5,731 5,940

販売費及び一般管理費 ※1, ※3
 4,756

※1, ※3
 4,774

営業利益 975 1,166

営業外収益

受取利息 29 27

有価証券利息 53 41

受取配当金 ※2
 250

※2
 251

不動産賃貸料 ※2
 143

※2
 216

その他 133 130

営業外収益合計 610 667

営業外費用

支払利息 111 117

支払手数料 － 42

賃貸費用 97 106

その他 21 25

営業外費用合計 229 291

経常利益 1,356 1,542

特別利益

前期損益修正益 ※4
 0

※4
 1

投資有価証券売却益 50 4

関係会社清算益 44 －

貸倒引当金戻入額 0 2

特別利益合計 96 8

特別損失

前期損益修正損 ※5
 1

※5
 4

固定資産処分損 ※6
 64

※6
 286

投資有価証券評価損 126 333

減損損失 ※7
 8 －

貸倒損失 26 －

その他 6 5

特別損失合計 235 630

税引前当期純利益 1,217 920

法人税、住民税及び事業税 32 101

法人税等調整額 481 252

法人税等合計 514 354

当期純利益 703 566
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【完成工事原価報告書】

　

　 　
前事業年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

　材料費 　 2,597 5.7 3,057 6.5

　労務費 　 778 1.7 677 1.4

　外注費 　 33,224 72.7 33,913 72.4

　経費 　 9,089 19.9 9,211 19.7

　　(うち人件費) 　 (6,484)(14.2) (6,479)(13.8)

　　　　　　　　計 　 45,689100.0 46,860100.0

　 　 　 　 　 　

(注)　原価計算の方法は、個別原価計算である。
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【兼業事業売上原価明細書】

　

　 　
前事業年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

情報サービス等売上原価 　 　 　 　 　

　材料費 　 25 　 26 　

　労務費 　 147 　 148 　

　外注費 　 129 　 204 　

　経費 　 441 　 570 　

　(うち人件費) 　 (338) 　 (449) 　

計 　 744 22.2 950 32.6

不動産売上原価 　 　 　 　 　

　期首販売用不動産・
　仕掛販売用不動産

　 1,836 　 1,429 　

　土地及び造成費 　 596 　 907 　

　外注費 　 641 　 567 　

　経費 　 212 　 163 　

　期末販売用不動産・
　仕掛販売用不動産

　 1,429 　 1,752 　

計 　 1,858 55.6 1,315 45.2

商品売上原価 　 　 　 　 　

　期首商品たな卸高 　 144 　 56 　

　商品仕入高 　 655 　 653 　

　期末商品たな卸高 　 56 　 61 　

計 　 744 22.2 648 22.2

　兼業事業売上原価 　 3,346 100.0 2,913 100.0

（注）原価計算の方法は、不動産については工区別総合原価計算、情報サービス等については個別原価計算によってい

る。
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③【株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成19年４月１日
　至 平成20年３月31日)

当事業年度
(自 平成20年４月１日
　至 平成21年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 5,676 5,676

当期末残高 5,676 5,676

資本剰余金

資本準備金

前期末残高 4,425 4,425

当期末残高 4,425 4,425

資本剰余金合計

前期末残高 4,425 4,425

当期末残高 4,425 4,425

利益剰余金

利益準備金

前期末残高 1,419 1,419

当期末残高 1,419 1,419

その他利益剰余金

建物圧縮積立金

前期末残高 340 322

当期変動額

建物圧縮積立金の積立 △17 △16

当期変動額合計 △17 △16

当期末残高 322 306

土地圧縮積立金

前期末残高 106 106

当期末残高 106 106

別途積立金

前期末残高 12,428 12,428

当期末残高 12,428 12,428

繰越利益剰余金

前期末残高 1,046 1,147

当期変動額

剰余金の配当 △600 △601

当期純利益 703 566

建物圧縮積立金の取崩 17 16

自己株式の処分 △19 △9

当期変動額合計 101 △28

当期末残高 1,147 1,118

利益剰余金合計

前期末残高 15,339 15,423

当期変動額

剰余金の配当 △600 △601

当期純利益 703 566

建物圧縮積立金の取崩 － －

自己株式の処分 △19 △9

当期変動額合計 83 △44

当期末残高 15,423 15,378
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(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成19年４月１日
　至 平成20年３月31日)

当事業年度
(自 平成20年４月１日
　至 平成21年３月31日)

自己株式

前期末残高 △1,992 △1,900

当期変動額

自己株式の取得 △123 △175

自己株式の処分 216 52

当期変動額合計 92 △123

当期末残高 △1,900 △2,023

株主資本合計

前期末残高 23,448 23,625

当期変動額

剰余金の配当 △600 △601

当期純利益 703 566

自己株式の取得 △123 △175

自己株式の処分 197 42

当期変動額合計 176 △168

当期末残高 23,625 23,456

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 2,900 1,341

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△1,558 △706

当期変動額合計 △1,558 △706

当期末残高 1,341 635

評価・換算差額等合計

前期末残高 2,900 1,341

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△1,558 △706

当期変動額合計 △1,558 △706

当期末残高 1,341 635

新株予約権

前期末残高 57 91

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 33 35

当期変動額合計 33 35

当期末残高 91 126

純資産合計

前期末残高 26,406 25,058

当期変動額

剰余金の配当 △600 △601

当期純利益 703 566

自己株式の取得 △123 △175

自己株式の処分 197 42

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △1,525 △671

当期変動額合計 △1,348 △839

当期末残高 25,058 24,218
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【重要な会計方針】

項目 前事業年度 当事業年度

１　有価証券の評価基準及び

評価方法

子会社株式及び関連会社株式

　移動平均法による原価法

その他有価証券

　時価のあるもの

　…決算期末日の市場価格等に基づく

時価法

　(評価差額は全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動平均法によ

り算定)

子会社株式及び関連会社株式

　同左

その他有価証券

　時価のあるもの

　…同左

 

　 　時価のないもの

　…移動平均法による原価法

　時価のないもの

　…同左

２　たな卸資産の評価基準及

び評価方法

 

 

未成工事支出金・仕掛品

　個別法による原価法

商品

　移動平均法による原価法

材料貯蔵品

　移動平均法による原価法

仕掛販売用不動産

　個別法による原価法

販売用不動産

　個別法による原価法

　　──────────　

未成工事支出金

　　個別法による原価法

仕掛品

個別法による原価法(収益性の低

下による簿価切下げの方法により

算定)

商品

　移動平均法による原価法(収益性の

低下による簿価切下げの方法によ

り算定)

材料貯蔵品

　移動平均法による原価法(収益性の

低下による簿価切下げの方法によ

り算定)

仕掛販売用不動産

　個別法による原価法(収益性の低下

による簿価切下げの方法により算

定)

販売用不動産

　個別法による原価法(収益性の低下

による簿価切下げの方法により算

定)

（会計方針の変更）

当事業年度から、「棚卸資産の評

価に関する会計基準」（企業会計

基準委員会　平成18年７月５日　企

業会計基準第９号）を適用し評価

基準については原価法から原価法

（収益性の低下による簿価切下げ

の方法）に変更している。

　当該変更に伴う損益に与える影

響は軽微である。
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項目 前事業年度 当事業年度

３　固定資産の減価償却の方

法

有形固定資産

　定率法

　　なお、主な耐用年数は次のとおりで

ある。

建物 ７年～50年

　(会計方針の変更) 

　法人税法の改正（(所得税法等の一

部を改正する法律　平成19年３月30

日　法律第６号)及び(法人税法施行

令の一部を改正する政令　平成19年

３月30日　政令第83号)）に伴い、平

成19年４月１日以降に取得したもの

については、改正後の法人税法に基

づく方法に変更している。 

　当該変更に伴う損益に与える影響

は軽微である。 

(追加情報) 

　なお、平成19年３月31日以前に取得

したものについては、償却可能限度

額まで償却が終了した翌年から５年

間で均等償却する方法によってい

る。 

　当該変更に伴う損益に与える影響

は軽微である。　

有形固定資産（リース資産を除く）

　定率法　　

　　なお、主な耐用年数は次のとおりで

ある。

建物 ７年～50年

　　　──────────　

 

　 無形固定資産

　定額法

　　ただし、自社利用のソフトウェアに

ついては、社内における利用可能期

間(５年)に基づく定額法。

無形固定資産(リース資産を除く)

　定額法

　ただし、自社利用のソフトウェアに

ついては、社内における利用可能期

間(５年)に基づく定額法。

　 　　　──────────　

 

リース資産

　所有権移転外ファイナンス・リース

取引に係るリース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零とする定額法。

４　引当金の計上基準 貸倒引当金

　債権の貸倒による損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上している。

貸倒引当金

　同左

　 賞与引当金

　従業員に対して支給する賞与の支

出に充てるため、支給見込額に基づ

き計上している。

賞与引当金

　同左

　 役員賞与引当金

　役員に対して支給する賞与の支出

に充てるため、支給見込額に基づき

計上している。

役員賞与引当金

同左

　 工事損失引当金

　当事業年度末未成工事のうち、損失

の発生が見込まれるものについて、

将来の損失に備えるため、その損失

見込額を計上している。

工事損失引当金

　同左
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項目 前事業年度 当事業年度

　 退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当

事業年度末における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基づき、当事

業年度末に発生していると認められ

る額を計上している。

　過去勤務債務は、その発生時の従業

員の平均残存勤務期間以内の一定の

年数（10年）による定率法により費

用処理している。

　数理計算上の差異は、その発生時の

従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数(12年)による定額法により

それぞれ発生の翌事業年度から費用

処理している。

退職給付引当金

　同左

 

 

５　完成工事高の計上基準 　完成工事高の計上は、工事完成基準

によっているが、長期大型(工期１年

以上、請負金額４億円以上)の工事に

ついては、工事進行基準によってい

る。なお、当事業年度において工事進

行基準による完成工事高はない。

　完成工事高の計上は、工事完成基準

によっているが、長期大型(工期１年

以上、請負金額４億円以上)の工事に

ついては、工事進行基準によってい

る。なお、当事業年度において工事進

行基準による完成工事高は80百万円

である。

６　リース取引の処理方法 　リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理によっている。

　　　──────────　

 

７　ヘッジ会計の方法 　特例処理の要件を満たす金利ス

ワップ取引については、特例処理を

採用している。

　同左

８　その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項

消費税等の会計処理

税抜方式。

 

　同左

　

【会計方針の変更】

前事業年度 当事業年度

────────── （リース取引に関する会計基準）

　当事業年度から、「リース取引に関する会計基準」

（企業会計基準第13号（平成５年６月17日（企業会計

審議会第一部会）、平成19年３月30日改正））及び

「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第16号（平成６年１月18日（日本公認

会計士協会　会計制度委員会）、平成19年３月30日改

正））を適用している。

　なお、リース取引開始日が適用初年度開始前の借手側

の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、

引き続き通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処

理を適用している。

　当該変更に伴う損益に与える影響は軽微である。
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【注記事項】

(貸借対照表関係)

前事業年度 当事業年度

※１　このうち関係会社に対するものは、次のとおりであ

る。

工事未払金及び買掛金 3,630百万円

※１　このうち関係会社に対するものは、次のとおりであ

る。

工事未払金及び買掛金 3,531百万円

※２　担保提供資産

営業保証金の代用として投資有価証券14百万円を

供託している。

※２　担保提供資産

営業保証金の代用として有価証券15百万円を供託

している。

※３　減価償却累計額 6,984百万円※３　減価償却累計額 7,276百万円

　４　下記の銀行借入金について保証を行っている。

社員の住宅資金の借入について
保証を行っている。

10百万円

　４　下記の銀行借入金について保証を行っている。

社員の住宅資金の借入について
保証を行っている。

5百万円
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(損益計算書関係)

前事業年度 当事業年度

※１　販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次

のとおりである。また、その販売費と一般管理費の割

合は、販売費38.4％、一般管理費61.6％である。

従業員給料手当 2,044百万円

賞与引当金繰入額 177

退職給付費用 233

法定福利費 261

貸倒引当金繰入額 19

通信交通費 274

減価償却費 185

役員賞与引当金繰入額 30

※１　販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次

のとおりである。また、その販売費と一般管理費の割

合は、販売費37.9％、一般管理費62.1％である。

従業員給料手当 1,976百万円

賞与引当金繰入額 182

退職給付費用 233

法定福利費 251

貸倒引当金繰入額 12

通信交通費 256

減価償却費 184

役員賞与引当金繰入額 36

※２　関係会社との取引にかかるものが次のとおり含ま

れている。

外注費(完成工事原価) 24,656百万円

受取配当金 86

不動産賃貸料 132

※２　関係会社との取引にかかるものが次のとおり含ま

れている。

外注費(完成工事原価) 25,314百万円

受取配当金 88

不動産賃貸料 182

※３　研究開発費の総額は46百万円（一般管理費）であ

る。

※３　研究開発費の総額は36百万円（一般管理費）であ

る。

※４　前期損益修正益は、過年度工事請負額の修正等であ

る。

※４　前期損益修正益は、過年度工事請負額の修正等であ

る。

※５　前期損益修正損は、過年度工事請負額の修正等であ

る。

※５　前期損益修正損は、過年度工事請負額の修正等であ

る。

※６　固定資産処分損の内訳は、次のとおりである。

建物・構築物 33百万円

工具器具・備品 2

土地 29

計 64

※６　固定資産処分損の内訳は、次のとおりである。

建物・構築物 33百万円

工具器具・備品 2

ソフトウエア 250

計 286

※７　減損損失

以下の資産グループについて減損損失を計上した。

用途 種類 場所

遊休資産 土地 横浜市南区

当社は、管理会計上の区分を基礎にグルーピングを

行っている。

上記の資産については、遊休状態にあり、今後も使用

の目処が立っていないため、帳簿価額を回収可能価額

まで減額し８百万円の減損損失を計上している。

なお、当資産グループの回収可能価額は正味売却価

額により測定しており、重要性の高い資産グループに

ついては、不動産鑑定士による鑑定評価額によること

としているが、その他の資産グループについては路線

価による相続税評価額及び固定資産税評価額等を合理

的に調整した正味売却価額により測定している。

 

──────────
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(株主資本等変動計算書関係)

前事業年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

　自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(千株） 5,967 318 646 5,638

（注）普通株式の自己株式数の増加318千株は、取締役会決議による自己株式取得による増加284千株、単元未満株式の
買取による増加34千株である。 
普通株式の自己株式の減少646千株は、子会社株式取得に伴う株式交換による減少554千株、新株予約権等の行使
による減少86千株、単元未満株式の売渡しによる減少6千株である。

　

当事業年度(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

　自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(千株） 5,638 605 155 6,088

（注）普通株式の自己株式数の増加605千株は、取締役会決議による自己株式取得による増加562千株、単元未満株式の
買取による増加43千株である。 
普通株式の自己株式の減少155千株は、新株予約権等の行使による減少140千株、単元未満株式の売渡しによる減
少15千株である。
　

(リース取引関係)

　 前事業年度 当事業年度

リース物件の所有権が借主

に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・

リース取引

　借手側

　 　所有権移転外ファイナンス・リース取

引のうち、リース取引開始日が、平成20年

３月31日以前のリース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会

計処理によっており、その内容は次のと

おりである。

①　リース物件の取得価額

相当額、減価償却累計

額相当額及び期末残高

相当額

　
取得価額
相当額

(百万円)

減価償却
累計額
相当額
(百万円)

期末残高
相当額

(百万円)

車輌
運搬具

99 35 64

工具器具
・備品

56 24 32

合計 155 59 96

　(注)　取得価額相当額は、未経過リース

料期末残高が有形固定資産の期

末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定

している。

　
取得価額
相当額

(百万円)

減価償却
累計額
相当額
(百万円)

期末残高
相当額

(百万円)

車輌
運搬具

45 23 22

工具器具
・備品

51 30 20

合計 97 54 43

　(注)　取得価額相当額は、未経過リース

料期末残高が有形固定資産の期

末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定

している。

②　未経過リース料期末残

高相当額

１年内 28百万円

１年超 67

計 96

１年内 18百万円

１年超 24

計 43

　 　(注)　未経過リース料期末残高相当額

は、未経過リース料期末残高が

有形固定資産の期末残高等に占

める割合が低いため、支払利子

込み法により算定している。

　(注)　未経過リース料期末残高相当額

は、未経過リース料期末残高が

有形固定資産の期末残高等に占

める割合が低いため、支払利子

込み法により算定している。

③　支払リース料及び減価

償却費相当額

支払リース料

減価償却費相当額

　

　 28百万円

　 28

　

　 19百万円

　 19

④　減価償却費相当額の算

定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法によっている。

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法によっている。
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(有価証券関係)

前事業年度(自平成19年４月１日　至平成20年３月31日)及び当事業年度(自平成20年４月１日　至平

成21年３月31日)における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

　

(税効果会計関係)

前事業年度 当事業年度

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

(繰延税金資産) 百万円

賞与引当金 266

退職給付引当金 1,549

長期未払金 513

販売用不動産評価損 35

投資有価証券評価損 331

減価償却費 149

減損損失 354

その他 259

　繰延税金資産小計 3,459

評価性引当額 △706

　繰延税金資産合計 2,753

(繰延税金負債) 　

建物圧縮積立金 △220

土地圧縮積立金 △72

その他有価証券評価差額金 △819

繰延税金負債合計 △1,112

繰延税金資産の純額 1,640
　 　
貸借対照表計上額は以下のとおりである。

流動資産 繰延税金資産 491百万円

固定資産 繰延税金資産 1,149

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

(繰延税金資産) 百万円

賞与引当金 285

退職給付引当金 1,424

長期未払金 340

販売用不動産評価損 30

投資有価証券評価損 195

減価償却費 160

減損損失 354

その他 269

　繰延税金資産小計 3,061

評価性引当額 △ 571

　繰延税金資産合計 2,489

(繰延税金負債) 　

建物圧縮積立金 △ 209

土地圧縮積立金 △ 72

その他有価証券評価差額金 △ 402

繰延税金負債合計 △ 684

繰延税金資産の純額 1,805
　 　
貸借対照表計上額は以下のとおりである。

流動資産 繰延税金資産 484百万円

固定資産 繰延税金資産 1,321

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳
 

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳
 

法定実効税率 40.6 ％

(調整) 　

交際費等永久に損金に算入されない項目 5.8

受取配当金等永久に益金に算入されない
項目

△5.7

住民税均等割等 2.7

評価性引当額 0.3

その他 △1.4

税効果会計適用後の法人税等の負担率 42.3

　 　
　

法定実効税率 40.6％

(調整) 　

交際費等永久に損金に算入されない項
目

6.5

受取配当金等永久に益金に算入されな
い項目

△7.1

住民税均等割等 3.5

評価性引当額 △ 14.7

税務調査による修正 10.9

その他 △ 1.2

税効果会計適用後の法人税等の負担率 38.5

　 　
　

　

(企業結合等関係)

前事業年度 当事業年度

　「第５　経理の状況　１　連結財務諸表等　(1)連結財務

諸表」の「注記事項　（企業結合等関係）」における記

載のとおりであるため、記載を省略している。

               ──────────
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(１株当たり情報)

前事業年度
(自　平成19年４月１日
  至　平成20年３月31日)

当事業年度
(自　平成20年４月１日
  至　平成21年３月31日)

１株当たり純資産額 413.88円１株当たり純資産額 402.36円

１株当たり当期純利益 11.72円１株当たり当期純利益 9.44円

潜在株式調整後
 １株当たり当期純利益

11.66円
潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

9.37円

　

　（注）算定上の基礎

　　　１．１株当り純資産額

　
前 事 業 年 度
(平成20年３月31日)

当 事 業 年 度
(平成21年３月31日)

貸借対照表の純資産の部の合計額（百万円） 25,058 24,218

普通株式に係る純資産額（百万円） 24,967 24,091

差額の主な内訳（百万円） 　 　

  新株予約権 91 126

普通株式の発行済株式数（千株） 65,962 65,962

普通株式の自己株式数（千株） 5,638 6,088

１株当たり純資産額の算定に用いられた 　 　

普通株式の数（千株） 60,324 59,874

　

　　　２．１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益

　 前 事 業 年 度 当 事 業 年 度

　 (自　平成19年４月１日 (自　平成20年４月１日

　 　至　平成20年３月31日）　至　平成21年３月31日）

１株当たり当期純利益 　 　

　当期純利益（百万円） 703 566

　普通株主に帰属しない金額（百万円） ─ ─

  普通株式に係る当期純利益（百万円） 703 566

  普通株式の期中平均株式数（千株） 59,978 59,945

　 　 　

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 　 　

　当期純利益調整額（百万円） ─ ─

　普通株式増加数（千株） 310 401

    （うち新株予約権）（千株） 310 401

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当た
り当期純利益の算定に含めなかった潜在株式の概要

該当事項なし 該当事項なし

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

EDINET提出書類

日本電話施設株式会社(E00129)

有価証券報告書

 96/114



④ 【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

　

銘柄 株式数(株) 貸借対照表計上額(百万円)

(投資有価証券) 　 　

その他有価証券 　 　

㈱アイチコーポレーション 2,072,259 833

㈱エヌ・ティ・ティ・ドコモ 5,169 691

日比谷総合設備㈱ 435,850 387

名工建設㈱ 391,759 234

㈱中京銀行 700,000 225

矢作建設工業㈱ 403,565 214

㈱三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ 448,300 213

日本電信電話㈱ 56,304 210

㈱マキタ 63,525 139

北陸電話工事㈱ 718,740 136

コムシスホールディングス㈱ 150,217 123

㈱愛知銀行 16,362 111

シーキューブ㈱ 406,708 105

三井トラスト・ホールディングス㈱ 341,000 102

岡谷鋼機㈱ 100,000 91

日東工業㈱ 96,912 73

㈱ＴＴＫ 200,000 74

㈱セントラルファイナンス 340,000 57

その他（47銘柄） 1,237,854 598

計 8,184,524 4,623
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【債券】

　

銘柄 券面総額(百万円) 貸借対照表計上額(百万円)

(有価証券) 　 　

その他有価証券 　 　

第43回利付国庫債券 15 15

小計 15 15

(投資有価証券) 　 　

その他有価証券 　 　

スウエーデン地方金融公社コーラブル
パワーリバースデュアル債

200 165

トヨタ自動車第６回普通社債 100 100

三菱商事第38回普通社債 100 97

三井物産第38回普通社債 100 97

ノルウェー地方金融公社債 100 95

BNP PARIBASマルチコーラブル為替連
動債

100 86

BNP PARIBASリバースフローター債 100 83

SGAソシエテ・ジェネラル・アクセプ
タンス

100 82

CBA PRDC CLLTRG20380812 100 82

CDCイクシス・コーラブル・パワー・
リバースデュアル債券

100 72

ドイツ銀行ロンドン支店ユーロ円債 100 70

ノルウェー輸出金融公社債 100 65

小計 1,300 1,100

計 1,315 1,115
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【その他】

　

種類及び銘柄 投資口数等(口) 貸借対照表計上額(百万円)

(投資有価証券) 　 　

その他有価証券 　 　

Ｎ-Ｒグローバルフューチャーズファン
ド４

10,000 132

皐月円建償還時元本確保投資信託 10,000 97

水無月円建償還時元本確保投資信託 10,000 96

ゴールドマン・サックス・ＥＣＦ 100,278,167 84

ノムラ・ボンド・インカム・オープン 67,982,194 61

新産業創造ファンド第４号投資事業有限
責任組合

4 57

ジャパン・ロジスティックス・プロパ
ティ・トラスト

5,000 54

ユキ・ミズホ・ジャパン・ダイナミック
・グロース・ファンド

10,000 38

アドバンス・レジデンス投資法人 100 32

計 168,305,465 654
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【有形固定資産等明細表】

　

資産の種類
前期末残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(百万円)

当期末残高
(百万円)

当期末減価
償却累計額
又は償却
累計額
(百万円)

当期償却額
(百万円)

差引当期末
残高
(百万円)

有形固定資産 　 　 　 　 　 　 　

　建物 9,625 392 70 9,947 5,784 338 4,163

　構築物 672 53 24 701 532 26 168

　機械及び装置 83 ─ ─ 83 69 2 13

　車両運搬具 8 ─ ─ 8 8 0 0

　工具器具・備品 1,060 44 62 1,042 880 60 161

　土地 5,638 ─ ─ 5,638 ─ ─ 5,638

　建設仮勘定 11 226 237 ― ― ― ―

有形固定資産計 17,100 717 395 17,422 7,276 428 10,146

無形固定資産 　 　 　 　 　 　 　

　ソフトウェア 884 312 355 841 334 82 506

　電話加入権 47 ─ ─ 47 ─ ─ 47

　その他 16 0 ― 16 8 1 8

無形固定資産計 948 313 355 905 343 83 562

長期前払費用
133
(58)

59
(48)

84
(53)

108
(53)

36
(7)

35
(17)

72
(46)

繰延資産 　 　 　 　 　 　 　

─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─

繰延資産計 ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─

（注）１　長期前払費用の(　 )内は内書で、主に延払保険料の期間配分に係るもので、減価償却と性格が異なるため、償

却累計額及び当期償却額には含めていない。

 ２　 当期増加額のうち主なものは次のとおりである。

　　建物　　　　　　静岡川合ビル新設　　274百万円

　　ソフトウエア　　社内システム構築　　276百万円

 ３　 当期減少額のうち主なものは次のとおりである。

　　建物　　　　　　岡崎ビル事務棟除却　 61百万円

　　ソフトウエア　　社内システム除却　　250百万円
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【引当金明細表】

　

区分
前期末残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(目的使用)
(百万円)

当期減少額
(その他)
(百万円)

当期末残高
(百万円)

貸倒引当金　(注) 51 43 ― 32 62

賞与引当金 656 705 656 ― 705

役員賞与引当金 30 36 30 ― 36

工事損失引当金 21 94 21 ― 94

(注) 貸倒引当金の「当期減少額(その他)」は、債権回収によるもの及び洗替え処理に伴う戻入額である。
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(2) 【主な資産及び負債の内容】

①　資産の部

(イ)現金預金

　

種別 金額(百万円)

現金 10

預金 　

当座預金 537

普通預金 2,569

小計 3,107

計 3,117

　

(ロ)受取手形

(a) 相手先別内訳

　

相手先 金額(百万円)

株式会社熊谷組 37

東芝ファイナンス株式会社 22

株式会社ピーエス三菱 5

その他 2

計 68

　

(b) 決済月別内訳

　

決済月 金額(百万円)

平成21年４月 4

平成21年５月 44

平成21年６月 0

平成21年７月 18

計 68
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(ハ)完成工事未収入金

相手先別内訳

　

相手先 金額(百万円)

西日本電信電話株式会社 8,907

エヌ・ティ・ティ・インフラネット株式会社 1,292

日本エリクソン株式会社 476

株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ 474

中部テレコミュニケーション株式会社 393

その他 3,043

計 14,588

　

(ニ)売掛金

(a) 相手先別内訳
　

相手先 金額(百万円)

中部電力株式会社 119

株式会社ステラアーツ 109

株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ 43

ソフトバンクモバイル株式会社 40

三菱重工業株式会社 20

その他 159

計 493

　

(b) 売掛金の発生及び回収並びに滞留状況

　

項目

期首残高
(百万円)

Ａ

当期発生高
(百万円)

Ｂ

当期回収高
(百万円)

Ｃ

当期末残高
(百万円)

Ｄ

回収率(％)
 

Ｃ
×100

Ａ＋Ｂ
 

滞留期間(日)
Ａ＋Ｄ
２
Ｂ
365

売掛金 728 1,540 1,774 493 78.2 144.8

(注)　消費税等の会計処理は税抜方式を採用しているが、上記当期発生高には消費税等が含まれている。
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(ホ)未成工事支出金

　
前期末残高
(百万円)

当期支出額
(百万円)

完成工事原価への振替額
(百万円)

当期末残高
(百万円)

2,922 46,597 46,860 2,659

期末残高の内訳は次のとおりである。

材料費 252百万円

労務費 45　

外注費 1,744　

経費 616　

計 2,659　

　

(ヘ)仕掛品

　

区分 金額(百万円)

調査・設計他 64

計 64

　

(ト)仕掛販売用不動産
　

区分 金額(百万円)

土地 1,229

建物 334

計 1,564

(注)　このうち土地の内訳は、次のとおりである。

中部地区 5,606.64㎡ 1,229百万円

計 5,606.64 1,229

　

(チ)販売用不動産

　

区分 金額(百万円)

土地 131

建物 55

計 187

(注)　このうち土地の内訳は、次のとおりである。

中部地区 1,123.21㎡ 120百万円

関東地区 257.64 11

計 1,380.85 131
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(リ)商品

　

区分 金額(百万円)

通信機器 38

その他 22

計 61

　

(ヌ)材料貯蔵品

　

区分 金額(百万円)

工事材料 67

その他 2

計 69

　

(ル)関係会社株式

　

区分 金額(百万円)

株式会社エヌディエスリース 755

ＮＤＳインフォス株式会社 300

日本技建株式会社 177

浜松通信施設株式会社 161

東名通信工業株式会社 127

その他 1,076

計 2,599
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②　負債の部

(イ)工事未払金

　

相手先 金額(百万円)

岐阜エヌディエス工事株式会社 466

エヌディエス大協株式会社 407

愛知エヌディエス工事株式会社 347

浜松エヌディエス工事株式会社 279

大日通信建設株式会社 277

その他 3,369

計 5,148

　

(ロ)買掛金

　

相手先 金額(百万円)

共立建設株式会社 39

株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ 38

株式会社丸協 32

三交ホーム株式会社 15

株式会社エスター 12

その他 37

計 176

　

(ハ)未成工事受入金

　
前期末残高
(百万円)

当期受入額
(百万円)

完成工事高への振替額
(百万円)

当期末残高
(百万円)

51 40,072 40,097 26

(注)　損益計算書の完成工事高52,081百万円に消費税等2,604百万円を加えた完成工事高と上記完成工事高への振替額

40,097百万円との差額14,588百万円は、完成工事未収入金の当期発生額である。

　

(ニ)短期借入金

　

区分 金額(百万円)

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 1,000

株式会社みずほ銀行 600

中央三井信託銀行株式会社 600

その他 400

計 2,600
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(ホ)長期借入金

　

区分 金額(百万円)

株式会社みずほ銀行 　 2,633 　

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 　 2,486 　

中央三井信託銀行株式会社 　 200 　

株式会社中京銀行 　 174 　

計 5,493

　

(へ)退職給付引当金

　

区分 金額(百万円)

退職給付債務 　 8,246 　

年金資産(時価) 　 2,648 　

未積立退職給付債務 　 5,597 　

未認識数理計算上の差異 　 2,257 　

未認識過去勤務債務 　 △ 172 　

計 3,513

　

(3) 【その他】

該当事項はありません。
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

剰余金の配当の基準日 ９月30日、３月31日

１単元の株式数 1,000株

単元未満株式の買取り・
買増し

　

　　取扱場所

(特別口座)

名古屋市中区栄三丁目15番33号

中央三井信託銀行株式会社名古屋支店

　　株主名簿管理人

(特別口座)

東京都港区芝三丁目33番１号

中央三井信託銀行株式会社

　　取次所 ―

　　買取・買増手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

買増し受付停止期間
当社基準日の12営業日前から基準日に至るまで

当社が必要と認めるときは別途受付停止期間を設けることができる。

公告掲載方法

当会社の公告方法は、電子公告とする。ただし、事故その他やむを得ない事由によっ

て電子公告による公告をすることができない場合は、日本経済新聞に掲載して行う。

なお、電子公告は当会社のホームページに掲載しており、そのアドレスは次のとおり

である。 

http://www.nds-g.co.jp/

株主に対する特典 なし

（注）当社は単元未満株式についての権利を定款に定めている。当該規定により単元未満株式を有する株主は、その有

する単元未満株式について、以下の権利以外の権利を行使することができない。

(1)会社法第189条第２項各号に掲げる権利

(2)会社法第166条第１項の規定による請求をする権利

(3)株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当を受ける権利

(4)単位未満株式の買増しを請求する権利
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第７ 【提出会社の参考情報】

１ 【提出会社の親会社等の情報】

当社には、親会社等はありません。

　

２ 【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から本有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。

　

(1)
 
自己株券買付状況報告書 　 　 　平成20年６月６日

関東財務局長に提出

(2)有価証券報告書
及びその添付書類

事業年度
第54期

自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日

　平成20年６月30日
関東財務局長に提出

(3)四半期報告書、四半期
報告書の確認書

第55期
第１四半期

自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日

　平成20年８月12日
関東財務局長に提出

　 　 第55期
第２四半期

自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日

　平成20年11月14日
関東財務局長に提出

　 　 第55期
第３四半期

自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日

　平成21年２月13日
関東財務局長に提出

(4)臨時報告書 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条
第2項第9号(代表取締役の異動)の規定に基
づく臨時報告書 　

平成21年４月２日
関東財務局長に提出

(5)臨時報告書の訂正報告書 訂正報告書(上記(4)臨時報告書の訂正報告
書)

　

平成21年５月11日
関東財務局長に提出
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書
　

　

平成20年６月27日

日本電話施設株式会社

取締役会　御中

あ ず さ 監 査 法 人

　

指定社員
業務執行社員 　 公認会計士　　山　　川　　　　　勝

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　加　　藤　　浩　　幸

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　田　　中　　智　　司

　

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている日本電話施設株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの連結会計年度の連結

財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー

計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人

の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行

われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、日本電話施設株式会社及び連結子会社の平成20年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了す

る連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示している

ものと認める。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　　上

　
 
(注) １　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。

２　連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
　

　
平成21年６月26日

日本電話施設株式会社

取締役会　御中

あ ず さ 監 査 法 人

　
指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　山　　川　　　　　勝

　
指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　加　　藤　　浩　　幸

　
指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　田　　中　　智　　司

　
＜財務諸表監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられてい

る日本電話施設株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結

貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監

査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意

見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査

法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎と

して行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体として

の連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を

得たと判断している。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、日本電

話施設株式会社及び連結子会社の平成21年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成

績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　
＜内部統制監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、日本電話施設株式会社の平成21

年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及び運用並びに内部統制報告書

を作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表明することにあ

る。また、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統制

監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽の表示がないかどう

かの合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行われ、財務報告に係る内部統制の評価範

囲、評価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体としての内部統制報告書の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、内部統制監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、日本電話施設株式会社が平成21年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上記

の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財

務報告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以　　上

　
 （注）１　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出

会社)が連結財務諸表及び内部統制報告書に添付する形で別途保管しております。

　　　２　連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書
　

　

平成20年６月27日

日本電話施設株式会社

取締役会　御中

あ ず さ 監 査 法 人

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　山　　川　　　　　勝

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　加　　藤　　浩　　幸

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　田　　中　　智　　司

　

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている日本電話施設株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第54期事業年度の財

務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。こ

の財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明す

ることにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監

査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた

見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、日本電話施設株式会社の平成20年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成

績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　　上

　
 
(注) １　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。

２　財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書
　

　

平成21年６月26日

日本電話施設株式会社

取締役会　御中

あ ず さ 監 査 法 人

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　山　　川　　　　　勝

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　加　　藤　　浩　　幸

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　田　　中　　智　　司

　

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている日本電話施設株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの第55期事業年度の財

務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。こ

の財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明す

ることにある。

  当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監

査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた

見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

  当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、日本電話施設株式会社の平成21年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成

績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

  会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　　上

　
 
(注) １　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。

２　財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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